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１ はじめに 

規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）に基づき、内閣府を始めとする

関係府省庁及び規制改革推進会議は、これまで決定された累次の規制改革実施

計画に定められた事項の実施状況のフォローアップを行ったことから、当該フォロ

ーアップの結果について公表する（今回は本年５月31日時点で未公表のグリーン

分野が対象）。 

（フォローアップ対象）
➀規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）
②規制改革実施計画（令和４年６月７日閣議決定）
③規制改革実施計画（令和３年６月18日閣議決定）
※フォローアップの実施状況は、規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）に基づき、原則、令和５年度末時点としている。

※②及び③については、令和４年度末時点で措置済とされていない事項のほか、措置済とされたもののうち「継続フォロー」

とされた事項を対象にフォローアップを実施している。
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※ 措置区分の分類基準は次のとおりである。 

措置済 ・・・・・実施計画に定められた内容を完了したもの（１項目に複数の実施時期を有するものは、すべての項目が措置された場合に「完了」とする） 

未措置 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けた検討は終了したが、措置が完了していないもの 

検討中 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けて検討中で、結論が得られていないもの 

未検討 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けた検討が実施されなかったもの 

— ・・・・・・実施計画上、実施時期が具体的に記載されていない事項で、上記に区分できないもの 

 
※ 評価区分の判断基準は次のとおりである。 

解決・・・・・・・・・・・・実施計画の趣旨に沿って制度整備が完了又は実施計画の趣旨に沿って運用がなされているもの 

継続フォロー・・・・・現在のところまでは実施計画の趣旨に沿っているが、一部制度（政省令、通達レベルなども含め）が未整備である等のため、フォ 

ローアップが必要なもの 

要改善 ・・・・・・・・・制度整備状況又は運用状況が、実施計画の趣旨に沿っていないと考えられるもの 

フォロー終了 ・・・・上記に分類できないもので、フォローアップの必要がないもの（社会情勢の変化によりフォローアップの必要がなくなったもの、規制 

改革実施計画で後年度に改めて閣議決定されたもの） 
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【事項⼀覧】 
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措置状況 評価区分

令和5年 17 ＥＶ用充電器の整備に係るロードマップの策定 措置済 解決

令和5年 17 サービスエリアパーキングエリア（ＳＡ・ＰＡ）の充電器の設置 措置済 解決

令和5年 17 高速道路近傍のＥＶ充電器利用のための高速道路からの一時退出の実現 検討中 継続F

令和5年 17 道の駅における急速充電器の整備 措置済 解決

令和5年 17 ＥＶ用充電器の設置促進に係る補助制度の検討 措置済 解決

令和5年 17 一般道における道路占用許可等の基準の明確化 措置済 解決

令和5年 17 緑化地域制度におけるＥＶ用充電器スペースの扱いの見直し 措置済 解決

令和5年 17 新築集合住宅へのＥＶ用充電器の設置の促進 措置済 解決

令和5年 18 既設の集合住宅へのＥＶ用充電器の設置の容易化 措置済 解決

令和5年 18 月極駐車場へのＥＶ用充電器の設置の促進 措置済 解決

令和5年 18 集合住宅における充電スペースに係る総合設計制度上の扱いの合理化 措置済 解決

令和5年 18 ＥＶ用充電器を設置している住宅の取得を促す措置 措置済 解決

令和5年 18 集合住宅の駐車場の附置義務に関するＥＶ用充電器スペースの算入可否の明確化 措置済 解決

令和5年 18 大規模小売店舗立地法における駐車場収容台数についてのＥＶ用充電器付き駐車スペースの算入に係る明確化 措置済 解決

令和5年 18 ＥＶ用急速充電器の消防法上の設置方法及び届出等の解釈の統一化 措置済 解決

令和5年 19 受電電圧600V以上のＥＶ用充電器について一般ＥＶユーザーが扱えることの解釈の明確化と周知等 未措置 継続F

令和5年 19 「高圧」扱いとなる場合のＥＶ用充電器の安全な施設方法の明確化 未措置 継続F

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和5年 19 高電圧のＥＶ用充電器の保安を担当する主任技術者に関する制度の合理化 未措置 継続F

令和5年 19 急速充電器の互換性の確保 検討中 継続F

令和5年 19 急速充電器の互換性テストを行う環境の構築 措置済 解決

令和5年 19 普通充電器の出力上限の見直し 措置済 解決

令和5年 19 ＥＶ用充電器を設置した事業者等を適切に評価する仕組みの構築 措置済 解決

令和5年 19 ＥＶ用充電器の不具合発生時の復旧作業の合理化に向けた取組 検討中 継続F

令和5年 20 屋外広告物条例におけるＥＶ用充電器案内看板の設置基準の整理 措置済 解決

令和5年 20 ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ機器の接続性の確保に向けた措置 措置済 継続F

令和5年 20 新たなスマートホームシステムへの対応 措置済 継続F

令和5年 20 ＨＥＭＳに係る目標の策定 検討中 継続F

令和5年 20 太陽光発電リースの住宅ローン上の扱いに関する金融機関への情報提供 措置済 解決

令和5年 20 屋上に架台を取り付けて太陽光パネルを設置する際の建築基準法における取扱いの明確化 措置済 解決

令和5年 20 目安光熱費の表示について 措置済 解決

令和5年 21 一定の安全性を有する車載用リチウムイオン蓄電池に係る、消防法上の危険物規制の体系・適用の在り方の検討 措置済 解決

令和5年 21 一般取扱所におけるリチウムイオン蓄電池の消火設備に関する見直し 未措置 継続F

令和5年 21 鋼板製の筐体(きょうたい)で覆われる車載用リチウムイオン蓄電池についての指定数量の合算方法の見直し 措置済 解決

令和5年 21 定置用リチウムイオン蓄電池設備を屋外に設置する場合の保有空地等の緩和 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和5年 21 北海道エリアの出力変動対策要件により再エネ発電設備に併設した既設の蓄電池の見直し 検討中 継続F

令和5年 21 北海道エリアにおける蓄電池募集プロセスの取りやめ 措置済 解決

令和5年 21 非FIT再エネについての出力抑制時の金銭的精算の実施 検討中 継続F

令和5年 22 再エネ設備併設蓄電池の有効活用に向けた措置 措置済 解決

令和5年 22 容量市場における蓄電池の扱いの見直し 措置済 解決

令和5年 22 容量市場における発動指令電源の電源等の登録手続の見直し 検討中 継続F

令和5年 22 容量市場における１地点複数電源の応札可能化 検討中 継続F

令和5年 22 需給調整市場における計量方法 未措置 継続F

令和5年 22 再給電方式に係る見直し 措置済 解決

令和5年 23 送電線利用・出力制御ルールの見直し 検討中 継続F

令和5年 23 送配電系統に係る情報の開示等 未措置 継続F

令和5年 23 配電系統へのノンファーム型接続の適用拡大 検討中 継続F

令和5年 23 需給ひっ迫警報等の対応手続の改善 措置済 解決

令和5年 23 ディマンドリスポンスが自然に発動される合理的な仕組みの構築 措置済 解決

令和5年 24 昨今の自然現象を踏まえた必要供給予備力の確保 措置済 解決

令和5年 24 需給ひっ迫時に自家発電やディマンドリスポンスが調整力として提供される仕組みの構築 措置済 解決

令和5年 24 電力価格高騰を踏まえた需要家への情報提供の充実化 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和5年 24 新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえた行為規制の在り方の見直し 未措置 継続F

令和5年 25 新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえた一般送配電事業者の中立化のための措置 未措置 継続F

令和5年 25 内外無差別な卸売等に向けた措置 未措置 継続F

令和5年 26 旧一般電気事業者のコンプライアンスの強化 措置済 継続F

令和5年 26 新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案及びカルテル事案を踏まえた電気事業法上の罰則の強化 未措置 フォロー終了

令和5年 26 新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえた行政上の制裁の強化 未措置 フォロー終了

令和5年 27 電力・ガス取引監視等委員会の機能強化 検討中 継続F

令和5年 27 電気事業者の組織の在り方の検討 検討中 継続F

令和5年 27 独占禁止法上の厳正な対処 措置済 解決

令和5年 27 電気保安規制の主任技術者制度に係る見直しの検討 未措置 継続F

令和5年 27 主任技術者制度における２時間以内の到着要件に係る規制の見直しの検討 措置済 解決

令和5年 28 外部委託制度における月次・年次点検周期や換算係数・圧縮係数の見直し 未措置 継続F

令和5年 28 外部委託の対象となる電圧・出力規模の拡大 未措置 フォロー終了

令和5年 28 ダム水路主任技術者に係る実務経験年数の見直し 措置済 解決

令和5年 28 風力発電の電力保安通信用電話設備の在り方の見直し 未措置 継続F

令和5年 28 風力発電設備の工事計画届出に係る審査の迅速化に向けた情報発信 措置済 継続F

令和5年 28 郊外型水素スタンドにおける散水装置への上水道からの水の直接供給の許容 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和5年 29 生産緑地地区内における売電を行う営農型太陽光発電設備の設置の実現 検討中 継続F

令和5年 29 農山漁村地域における再生可能エネルギーの導入目標の設定 検討中 継続F

令和5年 29 エネルギー利用の促進に向けた、食品リサイクル基本方針の一部改正 措置済 解決

令和5年 29 非化石証書に係るトラッキング形式の改善 措置済 解決

令和5年 29 太陽光発電設備の更新・増設時のＦＩＴ・ＦＩＰ価格に係る見直し 措置済 解決

令和5年 29 小規模な再生可能エネルギー発電設備に係る情報の地方公共団体への提供 未措置 継続F

令和5年 29 地熱発電事業の円滑な実施に向けた制度の取扱いの明確化 措置済 解決

令和5年 30 「地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック」における大規模風力発電施設に係る保安林に関する記載の明確化 措置済 解決

令和5年 30 風況観測方法の改善 措置済 解決

令和5年 30 送電線等の道路占用許可の運用改善 措置済 解決

令和5年 30 再生可能エネルギーの促進に係る、地球温暖化対策の推進に関する法律上の公共部門の率先実行のＰＤＣＡの改善 未措置 継続F

令和4年 31 ダム水路主任技術者に係る実務経験年数等の見直し 措置済 解決

令和4年 31 一定の安全性を有する車載用リチウムイオン蓄電池に係る、消防法上の危険物規制の適用の在り方の検討 措置済 解決

令和4年 31 車載用リチウムイオン蓄電池を貯蔵する屋内貯蔵所の床面積、階数、軒高等の制限の見直し 措置済 解決

令和4年 31 定置用リチウムイオン蓄電池設備を屋外に設置する場合の保有空地等の緩和 措置済 解決

令和4年 32 道路における再生可能エネルギー導入目標の策定 検討中 継続F

令和4年 32 路面太陽光発電の車道（公道）における設置に向けた規制見直し 検討中 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和4年 32 エネルギー利用の促進に向けた、食品リサイクル基本方針の一部改正 措置済 解決

令和4年 32 日本版セントラル方式の確立 未措置 継続F

令和4年 32 排他的経済水域（ＥＥＺ）における浮体式洋上風力発電の推進等 措置済 解決

令和4年 33 再生可能エネルギーの促進に係る、地球温暖化対策の推進に関する法律上の公共部門の率先実行のＰＤＣＡの改善 未措置 継続F

令和4年 34 内外無差別な電力卸売の実効性の確保等 未措置 継続F

令和4年 34 卸電力市場における旧一般電気事業者の自主的取組のガイドラインへの位置付け 措置済 フォロー終了

令和4年 34 容量市場における発動指令電源の調達量上限の見直し等 措置済 フォロー終了

令和4年 35 容量市場における発動指令電源の電源等登録期限の見直し等 検討中 継続F

令和4年 35 容量市場における１地点複数電源の応札可能化 検討中 フォロー終了

令和4年 35 需給調整市場における系統側蓄電池、需要側蓄電池が参加可能な超高速商品の設計 検討中 継続F

令和4年 35 調整力公募や需給調整市場における計量方法 未措置 フォロー終了

令和4年 35 電気保安規制の主任技術者制度に係る見直しの検討 未措置 フォロー終了

令和4年 35 外部委託の対象となる電圧・出力規模の拡大 未措置 フォロー終了

令和4年 36 外部委託制度における月次・年次点検周期や換算係数・圧縮係数の見直し 未措置 フォロー終了

令和4年 36 ダム水路主任技術者に係る実務経験年数等の見直し【再掲】 措置済 解決

令和4年 36 省エネルギー基準の適合義務化・基準強化 未措置 継続F

令和4年 36 農山漁村地域における再生可能エネルギーの導入目標の設定 未措置 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和4年 36 生産緑地地区内における売電を行う営農型太陽光発電設備の設置の実現 検討中 継続F

令和4年 36 北海道エリアにおける蓄電池の設置 措置済 解決

令和3年 37 保安林の解除事務の見える化を通じた迅速化・簡素化 措置済 解決

令和3年 37 保安林解除・許可基準の解釈リテラシー向上等 措置済 解決

令和3年 37 自然公園を中心とした地熱発電の導入目標の策定 未措置 継続F

令和3年 37 地熱資源等の適切な管理に関する新制度の検討 措置済 継続F

令和3年 37 温泉部会や内規策定における地熱専門家の参画 措置済 解決

令和3年 38 温泉法による都道府県における離隔距離規制や本数制限等の撤廃 措置済 継続F

令和3年 38 風力発電事業における環境影響評価手続の対象事業規模要件の見直し等 検討中 継続F

令和3年 38 ローカル系統や配電系統におけるノンファーム型接続の適用と費用負担 検討中 継続F

令和3年 38 送電線利用・出力制御ルールの見直し 検討中 継続F

令和3年 38 北海道エリアにおける蓄電池の設置 措置済 解決

令和3年 39 需給制約による出力抑制時の優先給電ルールの見直し 未措置 継続F

令和3年 39 系統情報の公開・開示の推進 措置済 解決

令和3年 39 電源トラッキングの導入 検討中 継続F

令和3年 39 電源表示の義務化や放射性廃棄物等に関する明確な電源表示 検討中 継続F

令和3年 39
「再エネ価値取引市場」の創設、非ＦＩＴ再生可能エネルギー電源の同市場への統合、電源証明型証書への転換、需要家による再生可
能エネルギー価値の直接取引の解禁、現行のFＩＴ証書の最低価格の引下げ等

検討中 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画のフォローアップ結果について【事項一覧】

閣議決定等
年度

頁 事項名

規制改革推進会議評価

令和3年 40 会計分離や発販分離も含めた、内外無差別的な電力卸売の実効性を高めるための総合的な検討 未措置 継続F

令和3年 40 日本版セントラル方式の導入 措置済 フォロー終了

令和3年 40 水循環政策における水力発電等に関する数値目標及びロードマップの策定 措置済 継続F

令和3年 40 既存ダムを最大限活用するための施策の推進 未措置 継続F

令和3年 40 長時間アンサンブル降雨予測技術を用いた更なるダムの運用改善 未措置 継続F

令和3年 40 発電利用されていない既存ダムへの発電機の設置の促進 未措置 継続F

令和3年 41 ロードマップや目標の策定 措置済 継続F

令和3年 41 省エネルギー基準の適合義務化・基準強化 措置済 継続F

令和3年 41 ＺＥＨの更なる普及拡大に向けた方策 措置済 継続F

令和3年 41 既存住宅・建築物の省エネルギー対策の推進 措置済 継続F

令和3年 41 住宅・建築物のエネルギー性能表示の推進 措置済 解決

令和3年 41 建材や設備などの性能の強化 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

個別分野の取組

 ＜グリーン分野＞

(1) カーボンニュートラルに向けたＥＶ普及のための充電器の整備に向けた見直し
令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

1 ＥＶ用充電
器の整備
に係る
ロードマッ
プの策定

カーボンニュートラルに向けて、走行時に二酸化炭素を排出しないＥＶの普及が重要であるが、そ
の前提として、ＥＶ用充電器の整備を進める必要がある。この点、ＥＶ用充電器については、経路充
電、基礎充電、目的地充電に係る充電器がバランスよく設置され、適切な場所に適切な数、充電出
力等の性能が十分確保された充電器を設置することが重要である。これらの点を踏まえ、経済産業
省は、必要に応じ国土交通省の協力の下、ＥＶ用充電器の整備に係る下記ロードマップを策定する。
a 高速道路におけるＥＶ用充電器の整備に関するロードマップ
b a以外の経路充電、基礎充電、目的地充電に係るＥＶ用充電器の整備に関するロードマップ

a：措置済み
b：令和５年度上期
目途措置

経済産業省
国土交通省

中長期的に持続可能で利便性の高い充電インフラの整備に向けた関係者の見通しを共有するととも
に、課題解決に向けて講じていく措置を明確化することを目的に、「充電インフラ整備促進に関する
検討会」を開催し、検討会での関係事業者・団体等からのヒアリングやパブリックコメント等も踏まえ、
令和5年10月に「充電インフラ整備促進に向けた指針」を策定した。

EV等の普及状況なども踏まえつつ、必要に応じ、「充電インフラ整備促進に向けた指針」の内
容の不断の見直しを行う。

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

2 サービス
エリアパー
キングエリ
ア（ＳＡ・Ｐ
Ａ）の充電
器の設置

全国の高速道路のＳＡ・ＰＡの駐車場において、高出力の急速充電器を設置する際、ＥＶ用充電器
の設置主体となる事業者が充電能力の拡張性（更に需要が増えた場合に備えた用地や工事計画上
の配慮（電線の埋設管路の設置等））を確保しつつ、円滑にＥＶ用充電器の設置事業を進められるよ
う、国土交通省、経済産業省は、ＮＥＸＣＯ等の高速道路会社や独立行政法人日本高速道路保有・
債務返済機構等の関係機関と適切に連携しつつ、ロードマップの実現のために当該事業に協力す
る。

措置済み 国土交通省
経済産業省

「高速道路における電動化インフラ整備加速化パッケージ（令和５年３月２９日：経済産業省・国土交
通省）」及び「充電インフラ整備促進に向けた指針（令和５年１０月：経済産業省）」に記載のロード
マップ実現のため、国土交通省・経済産業省・各高速道路会社・独立行政法人日本高速道路保有・
債務返済機構と適切に連携し、高速道路のＳＡ・ＰＡに急速充電器の設置を進めた。

引き続き、国土交通省・経済産業省・各高速道路会社・独立行政法人日本高速道路保有・債務
返済機構と適切に連携し、高速道路上の急速充電器について、まずは2025年度約1100口程
度の整備目標に向けて、計画的に設置を進める。

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

3 高速道路
近傍のＥＶ
充電器利
用のため
の高速道
路からの
一時退出
の実現

国土交通省は、高速道路の一部のＳＡ・ＰＡにおけるＥＶの充電渋滞の解消に向けて、高速道路を
一時退出した上で、高速道路近傍のＥＶ用充電器を利用できるようにするため、高速道路からの一
時退出による充電器利用でも一時退出しない場合と同じ料金を適用できるよう経済産業省やＥＶ用
充電器の設置主体となる事業者とも連携しつつ、措置する。

令和６年度措置 国土交通省
経済産業省

充電器利用における高速道路からの一時退出制度設計について、国土交通省・経済産業省・各高
速道路会社・充電事業者と連携し、令和６年度中の開始に向けて検討を進めた。

引き続き、国土交通省・経済産業省・各高速道路会社・充電事業者と連携し、令和６年度中の
開始に向けて検討を進める。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

4 道の駅に
おける急
速充電器
の整備

全国の道の駅において、高出力の急速充電器を設置する際、ＥＶ用充電器の設置主体となる事業
者の責任の下、充電能力の拡張性（更に需要が増えた場合に備えた用地や工事計画上の配慮（電
線の埋設管路の設置等））を確保しつつ、円滑にＥＶ用充電器の設置事業を進められるよう、国土交
通省から道の駅の設置者である市町村等に対し、当該事業に協力するよう通知を発出する等の措
置を行う。

令和５年度上期目
途措置

国土交通省 「充電インフラ整備促進に向けた指針（令和５年１０月：経済産業省）」の策定を踏まえ、令和５年１１
月２８日に国土交通省から道の駅の設置者である市町村等に対し、当該事業に協力するよう必要な
通知を発出する措置を実施した。

引き続き、充電インフラ整備促進に向けた指針に基づき、「道の駅」における急速充電器の整
備促進に取り組む。

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

5 ＥＶ用充電
器の設置
促進に係
る補助制
度の検討

ＥＶ用充電器に対する設置促進に係る補助制度において、ロードマップと整合性のある、真に必要
で利便性向上につながる計画（箇所、設置基数など）を持つ事業者による充電器設置が進むことや、
将来の能力拡張（出力、基数）がスムーズに進むことを目的に、要件等を検討し、必要な措置を講ず
る。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和4年度補正予算・令和5年度当初予算の補助事業における予備分制度の募集において、限られ
た予算で効果的に充電器の整備を進めていく観点から、募集対象を限定しつつ、費用対効果の高い
案件（kW当たり補助金申請額（円/kW）の低いもの）から受付案件を決定する仕組みを導入した。

引き続き、補助事業において、「充電インフラ整備促進に関する指針」の内容等を踏まえ、必要
な要件の検討を行う。

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

6 一般道に
おける道
路占用許
可等の基
準の明確
化

一般道にＥＶ用充電器を設置する際の道路占用許可等の基準を各自治体が定めやすいよう、国が
ガイドライン等を作成・公表し、各自治体に周知を行う。

措置済み 国土交通省 道路上に急速充電機器が設置される場合に、道路管理者が道路占用許可申請等の審査の参考と
するため、令和５年５月に「電気自動車等用充電機器の道路上での設置に関するガイドライン」を策
定・公表し、地方公共団体に周知済み。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

7 緑化地域
制度にお
けるＥＶ用
充電器ス
ペースの
扱いの見
直し

緑化地域における商業施設等において設置されるＥＶ用充電器スペースの扱いについて、緑化率
の算定方法を整理した上で、通知等により全国の地方公共団体宛てに示し、かつ公表する等の措置
を講ずる。

令和５年度上期措
置

国土交通省 緑化地域における商業施設等において設置されるＥＶ用充電器スペースの扱いについて、緑化率
の算定方法を整理した上で、令和５年９月２７日に通知により全国の地方公共団体宛てに示し、公表
を行った。

引き続き地方公共団体において緑化地域制度の適正な運用がなされるよう助言等を行ってい
く。

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

8 新築集合
住宅への
ＥＶ用充電
器の設置
の促進

a 新築集合住宅を供給する事業者に対し、自社が供給する集合住宅へのＥＶ用充電器の積極的な
設置について要請文書の発出等を行う。
b 経済産業省において、補助制度の改善等を図るととともに、国土交通省と協力して、自治体にお
ける補助制度との連携や事業者に対する支援措置の周知・普及を行う。

令和５年度上期目
途措置

国土交通省
経済産業省

a 新築集合住宅を供給する事業者に対し、自社が供給する集合住宅へのＥＶ用充電器の積極的な
設置等について要請文書の発出（「新築集合住宅における電気自動車等用充電設備の積極的な設
置について」（令和６年３月１８日経済産業省製造産業局長・国土交通省住宅局長通知））を行った。

b 補助制度については、予算額の制約がある中で、より多くの物件で補助を受けられるよう一件あ
たりの設置口数に上限を設けるとともに、費用対効果の高い案件（kW当たり補助金申請額の低いも
の）から受付案件を決定する仕組みを導入するなど、補助制度の改善を図った。また、自治体が開
催する協議会等へ参加するとともに、地方での説明会等を実施し、充電インフラ整備指針や制度制
度の内容の説明・周知を行った。

a、b 措置済 措置済 解決

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

9 既設の集
合住宅へ
のＥＶ用充
電器の設
置の容易
化

既設の集合住宅へのＥＶ用充電器の設置の容易化を図るため、管理組合の合意形成の円滑化に
資する具体的な方策として、標準管理規約コメントにおけるＥＶ用充電設備の設置に係る記載の充
実化等について、法務省、国土交通省及び経済産業省の連携の下、検討し、必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

法務省
国土交通省
経済産業省

令和５年１０月より「標準管理規約の見直し及び管理計画認定制度のあり方に関するワーキンググ
ループ」を開始し、標準管理規約コメントにおけるＥＶ用充電設備の設置に係る記載の充実化等につ
いて検討を進め、令和６年３月にパブリックコメントを踏まえた改正案をとりまとめた。

今後所要の手続きを行った上で、令和６年度第一四半期に標準管理規約コメントにおけるＥＶ
用充電設備の設置に係る記載の充実化等を行う。
（その後、令和６年６月７日付で標準管理規約コメントを改正し、EV用充電設備の設置に係る記
載の充実化等を行った。
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansionkiyaku.html）

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

10 月極駐車
場へのＥＶ
用充電器
の設置の
促進

月極駐車場へのＥＶ用充電器の設置促進のため、充電器に関する補助制度について、月極駐車
場が補助対象であることを含めて、充電事業者や駐車場管理事業者等に周知を行う。

令和５年度上期措
置

経済産業省 充電事業者や駐車場管理事業者等に対し、充電器に関する補助制度の対象であることを含め令和
5年6月20日までに周知を行った。

補助制度の周知を、引き続き関係事業者等へ実施していく。 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

11 集合住宅
における
充電ス
ペースに
係る総合
設計制度
上の扱い
の合理化

国土交通省はa及びbの場合について、充電器を一般に開放する場合か否かにかかわらず、「敷地
内にＥＶ充電器を設置する建築物」を市街地の環境の整備改善に資するものとして、建築基準法に
基づく総合設計制度による容積率割増しを行うことについて検討した上で（その際には、当該充電用
スペースが公開空地になる場合と同等水準の容積率の割増しを行うことについても検討する。）、各
地方公共団体に通知する等の必要な措置を講ずる。
a 新築の集合住宅の建設の際に、当該集合住宅の駐車場等も含めた敷地内にＥＶ用充電器を設置
する場合
b 既存の集合住宅において、既に設定されている公開空地にＥＶ用充電器を設置する場合

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

国土交通省 a、b 提案内容を踏まえ所要の検討を行い、新築集合住宅及び既存集合住宅にEV用充電器を設置
する場合の総合設計制度における容積率割増しの考え方について、地方公共団体に文書の発出
（「総合設計制度における電気自動車等用充電設備の設置促進について（技術的助言）」（令和６年
３月29日 国土交通省住宅局市街地建築課長通知）を行った。

a、b 措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

12 ＥＶ用充電
器を設置
している住
宅の取得
を促す措
置

ＥＶ用充電器を設置している住宅の取得を促すインセンティブ制度の導入に向けて、必要な措置を
講ずる。

措置済み 国土交通省 建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のため
に誘導すべき基準の一部を改正する件（令和４年経済産業省・国土交通省・環境省告示第１号）によ
り、住宅ローン減税やフラット35における優遇の対象となる低炭素建築物について、その認定基準を
改正し、要件の一部として「V2H充放電設備の設置」を追加した（令和４年10月１日施行）。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

13 集合住宅
の駐車場
の附置義
務に関す
るＥＶ用充
電器ス
ペースの
算入可否
の明確化

経済産業省が作成するＥＶ充電器普及のロードマップの方針を踏まえ、駐車場法に基づく附置義
務制度の考え方を示すとともに、地域の実情に応じた事例を紹介すること等を内容として、駐車場法
に基づく附置義務条例を制定し得る地方公共団体に対して通知を発出するとともに、その内容を公
表する等の必要な措置を講ずる。

令和５年度上期目
途措置

国土交通省
経済産業省

「充電インフラ整備促進に向けた指針（令和５年１０月：経済産業省）」の策定を踏まえ、駐車施設に
電気自動車充電施設を整備し、駐車の用に供する部分で利用できるようにする場合であっても、当
該部分を附置義務駐車施設として差し支えないこと及び地域の実情に応じた事例等を記載した「充
電インフラ整備促進に向けた指針の策定に伴う駐車環境の整備に向けた取組の推進について（令
和５年10月18日国土交通省都市局街路交通施設課長通知）」を地方公共団体に発出し、その内容
を公表した。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

14 大規模小
売店舗立
地法にお
ける駐車
場収容台
数につい
てのＥＶ用
充電器付
き駐車ス
ペースの
算入に係
る明確化

経済産業省はショッピングセンター、ホームセンター、スーパーなど大規模小売店舗に設置するＥＶ
用充電器付きの駐車スペースに関し、下記の場合について、大規模小売店舗立地法（平成10年法
律第91号）上の必要な駐車場の台数に算入可能である旨を明確にするため、自治体に対し、通知の
発出等必要な措置を講ずるとともに、当該措置の内容をホームページ上で公表する。
a 例えば、ＥＶ等を優先する駐車マス等ＥＶ以外の自動車（ガソリン車等）の利用を完全に排除しな
いような場合
b 「ＥＶ専用」駐車スペースとする場合

a：措置済み
b：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 令和６年３月25日に「大規模小売店舗立地法対象店舗において駐車場に電気自動車（EV）等の充電
器を設置した場合の駐車スペースの扱いについて（改訂）」（通知）を発出済み。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

15 ＥＶ用急速
充電器の
消防法上
の設置方
法及び届
出等の解
釈の統一
化

ＥＶ用急速充電器の設置方法に係る関係規定の解釈や届出の際の提出書類について、各消防管
区で統一化を図るため、通知を発出する等の措置を講じ、周知を行う。

措置済み 総務省 「急速充電設備に係る運用について（令和５年２月28日付け消防予第１２６号）」を発出し、急速充電
設備への電気自動車等の衝突防止措置、急速充電器設置時の固定方法、急速充電設備の設置に
係る届出及び消防職員の立入り検査、急速充電設備に付帯する設備の取扱いについて周知した。

措置済 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

16 受電電圧
600V以上
のＥＶ用充
電器につ
いて一般Ｅ
Ｖユー
ザーが扱
えることの
解釈の明
確化と周
知等

経済産業省は、受電電圧600Ｖ以上のＥＶ用急速充電器について、ＥＶの一般ユーザーが充電行為
を行える旨について、例えば「電気設備の技術基準の解釈の解説」等に追記することにより、広く周
知を行う。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、EV充電器の増加等により、設備を監督する
電気主任技術者の不足も考えられる中、保安レベルの維持に向けて、設備特性を踏まえた新たな保
安制度のあり方について検討。普通充電器の電圧制限が急速充電器にも適用され、高電圧での充
電器の設置が規制されているという誤認が生じているため、海外の規格も参考に急速充電器及び充
電ケーブルに関する保安要件を整理する方針を示した。
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_04_0
0.pdf

審議会にて委員の了解を得たことを踏まえ、保安要件について、早期に電気設備の技術基準
の解釈を改訂する。その際、一般ユーザーが取り扱うことを前提に要件を整理したことを、電気
設備の技術基準の解釈の解説に記載予定。

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

17 「高圧」扱
いとなる場
合のＥＶ用
充電器の
安全な施
設方法の
明確化

a 電圧が直流750Ｖを超え、1500Ｖ以下のＥＶ充電器用充電ケーブルについて、海外の基準も検討
材料とした上で、電気設備の技術基準の解釈等において、ＥＶ充電器用充電ケーブルの構造要件を
明確化するとともに、自家用電気工作物となるＥＶ用充電器の技術基準について明確化し、周知す
る。
b ＥＶ用充電器に係る高圧の機械器具について、現状、機械器具をコンクリート製の箱等に収め、
充電部分が露出しないように施設するといった基準があるが、具体的にどのような設置形態とすれ
ば、上記の規制に抵触しないのか、施設方法等を明確化すること。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、EV充電器の増加等により、設備を監督する
電気主任技術者の不足も考えられる中、保安レベルの維持に向けて、設備特性を踏まえた新たな保
安制度のあり方について検討。普通充電器の電圧制限が急速充電器にも適用され、高電圧での充
電器の設置が規制されているという誤認が生じているため、海外の規格も参考に急速充電器及び充
電ケーブルに関する保安要件を整理する方針を示した。（検討・結論まで実施済）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_04_0
0.pdf

審議会にて委員の了解を得たことを踏まえ、保安要件について、早期に電気設備の技術基準
の解釈を改正する。

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

18 高電圧の
ＥＶ用充電
器の保安
を担当す
る主任技
術者に関
する制度
の合理化

今後、主任技術者の高齢化によりＥＶ用充電器の保安の担い手が不足する一方で、ＥＶ利用者の
利便性の観点からは、高出力・高電圧の充電器の設置が求められる。このような中で、より多くのＥ
Ｖ用充電器の保安を主任技術者が担当できるよう、経済産業省において、外部委託承認制度におけ
る点検頻度の在り方・換算値等の見直しについて検討を行い、結論を得て、結論を得次第速やかに
措置する。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、EV充電器の増加等により、設備を監督する
電気主任技術者の不足も考えられる中、保安レベルの維持に向けて、その設備特性を踏まえた新た
な保安制度のあり方について検討を行った。
【URL】
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_04_0
0.pdf

主たる負荷設備がEV充電器である事業場について、設備容量64～1000kVAまでのものについ
ては同一の点検換算係数を適用することで、委員の了解を得たことを踏まえ、速やかに制度改
正を措置する。

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

19 急速充電
器の互換
性の確保

特定のＥＶのみしか接続できない仕様となっている急速充電器について、自社のユーザー向けの
サービスとして設置している状況を尊重しつつ、他の規格との接続性を高め、他のユーザーの利便
性が向上するよう必要な措置を検討し、検討結果に応じた措置を講ずる。

可能な限り早期に
検討・結論、結論
を得次第速やか
に措置

経済産業省 「充電インフラ整備促進に向けた指針（令和５年１０月：経済産業省）」において、CHAdeMO規格以外
の規格については、プロトコルの開示状況や充電アダプター等の開発状況や安全性、OEMが主導す
る充電器の開放状況等も考慮した相互利用等の動きを注視していくこととした。

今後も引き続き、規格の相互利用等の動きを注視し、必要な検討を行う。 検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

20 急速充電
器の互換
性テストを
行う環境
の構築

ＣＨＡｄｅＭＯの認証を取得した充電器であっても、ＥＶと接続できない場合や所定の受電出力が出
ない事象が発生している。このため、希望する車両メーカーが、ＣＨＡｄｅＭＯの認証を受けた様々な
充電器と接続確認ができる場を提供する。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 車両と充電器の組み合わせで生じる不具合に対応するため、令和6年3月5日に、CHAdeMO協議会
において、希望する車両OEMが、CHAdeMO認証を受けた様々な充電器と接続確認ができる場とし
て、マッチングテストセンターを開設した。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

21 普通充電
器の出力
上限の見
直し

普通充電器の充電時間の短縮による利便性向上の観点から、ＪＡＲＩ認証における６ｋＷ の上限に
ついて、海外の規格等を参考とし、より高出力のものまで認証されるよう検討する。

令和５年度末目途
措置

経済産業省 高出力な普通充電器への対応のため、JARIの認証基準を令和6年2月16日に改訂し、出力の上限を
6kWから10kWまで引き上げた。

改定された基準に基づく10kwの普通充電器の認証の状況をフォローしていく。 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

22 ＥＶ用充電
器を設置
した事業
者等を適
切に評価
する仕組
みの構築

地方公共団体が、域内の事業者に対して温室効果ガス排出量やその抑制方策等を盛り込んだ計
画書・報告書の策定と提出を求める「地球温暖化対策計画書制度」に関して、当該制度に係るガイド
ラインにおいて、事業者によるＥＶ用充電器の設置等を評価項目例として新たに追加するとともに、
その好事例を記載する。

措置済み 環境省 2023年に公表した「地球温暖化対策計画書制度ガイドライン」において、評価項目例として「事業所
内・店舗敷地内への電気自動車用充電器の設置」「充電サービス事業者への電気自動車用充電器
の設置場所の提供」を記載するとともに、関連する評価事例を掲載している。
（参考URL）https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/download/keikakusyo.pdf

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

23 ＥＶ用充電
器の不具
合発生時
の復旧作
業の合理
化に向け
た取組

ＥＶ用充電器について、不具合が発生した際に、可能な限り遠隔監視・制御技術によるリセット（再
起動）を可能とし、ＥＶ用充電器の利便性を向上させるため、例えば、ＯＣＰＰ（Open Charge Point
Protocol）を搭載したＥＶ用充電器を普及させるための施策を実施する等の必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 公共用の充電器については、令和7年度から、OCPPの搭載を充電器の導入補助金の要件とする方
針について、「充電インフラ整備促進に向けた指針（令和５年１０月：経済産業省）」において示した。

令和7年度からの、公共用の充電器へのOCPP搭載の要件化に向けて、詳細制度の検討を進
める。

検討中 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

24 屋外広告
物条例に
おけるＥＶ
用充電器
案内看板
の設置基
準の整理

公共性が高く、全国的に設置されるＥＶ充電器の案内看板の扱いについて、対応が異なる各地方
公共団体における具体的な判断の相違点を含め必要な点の実態を整理し、地方公共団体に対し国
土交通省より通知を発出するなど技術的助言等の必要な措置を講ずるとともに十分な周知を行う。

令和５年度上期措
置

国土交通省 実態を整理した上で、令和5年9月に地方公共団体に対しEV 充電器の案内看板の扱いについて、通
知を行った。

引き続き、会議等を通じて周知を図る。 措置済 解決

(2) 住宅等におけるエネルギーマネジメントの円滑化及び再生可能エネルギー発電設備の設置促進等
令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

25 ＥＣＨＯＮＥ
Ｔ Ｌｉｔｅ機
器の接続
性の確保
に向けた
措置

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ機器であれば、ホワイトリスト等で限定をされることなく、メーカーを問わず、全て
のＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅの認証を取得したＨＥＭＳコントローラーと接続可能となるよう、ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ
に関する制度設計の在り方について検討し、必要な措置を講ずる。

令和５年10月まで
の可能な限り早期
に検討・結論、結
論を得次第速や
かに措置

経済産業省 令和５年５月に、一般社団法人エコーネットコンソーシアムとHEMSコントローラメーカー９社で同件に
関する会議を行い下記の結論を得た。

・ECHONET Lite認証を取得した機器同士でも、他メーカー機器との間では、多くが規格と無関係な
事象で接続トラブルが起こりうる。ホワイトリストは一般消費者などのHEMSサービス利用者に、この
ような事象に対応して確実かつ丁寧にサービスを届けるために必要な仕組みであり、左記の制度の
設計は困難である。
詳細はJEMAで整理いただいている下記を参照、
「相互接続における情報公開のためのガイドライン」
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/res/hems/data/GL_v1.1.pdf

・他方で、制度の趣旨に鑑み、メーカー側としてもHEMS拡大に向け他社相互接続の拡大を目指して
いくことを確認した。さらに、エコーネットコンソーシアムから「ECHONET Lite機器の相互接続性拡大
に向けたご協力の御願い」というニュースレターを発出し、会員企業に対して、他メーカー機器との相
互接続の拡大に向けて協力を呼びかけた。（https://echonet.jp/notification/20230221/）

措置済 措置済 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

26 新たなス
マートホー
ムシステ
ムへの対
応

ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅでの接続システムだけでなく、近年国内で登場したＡＰＩを活用したスマートホーム
のシステムや海外の新たな通信規格を活用したスマートホームのシステムが混在する環境下におい
ても、住宅内において、消費者の利便性の観点も踏まえ、既存の特定の通信規格によらず各機器が
接続できる環境の構築が重要である。このため、特定の通信規格によらず、包括的に接続可能とな
る新たなシステムの導入を可能とするためのガイドラインの活用に向けて、事業者に働きかけを行
う。

令和５年10月まで
の可能な限り早期
に措置

経済産業省 日本電機工業会主催の講演会（令和５年10月４日開催、製造業者、電気・ガス事業者や関連の研究
機関が参加）において、一般社団法人エコーネットコンソーシアムから、ECHONET Lite Web APIを用
いて家庭の発電・蓄電設備などの需要家側エネルギーリソースのマネジメントシステム（Demand
Side Resoarce Management System）と家電との接続を可能とするために見直しを行ったECHONET
Lite Web APIガイドライン（https://echonet.jp/web_api_guideline/）についての説明など、当該ガイド
ラインの活用に向けた呼びかけを行った。
当ガイドラインの見直し及び普及により、より多くの機器の接続が可能となり消費者の利便性向上に
つながると考えられる。

措置済 措置済 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

27 ＨＥＭＳに
係る目標
の策定

ＨＥＭＳは自家消費の最適化や、それを通じた省エネにも有効であり、ＨＥＭＳに係る国の目標・指
標等を適切に設定する必要がある。この点、「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」や「2020
年度における地球温暖化対策計画」の進捗状況における導入率や指標について、現状では、「ス
マートホームデバイス」が含まれているところ、
a 「スマートホームデバイス」の導入について、それがエネルギーマネジメントにつながるのか否か
及びその省エネ効果について検討する。
b 家庭部門の徹底的なエネルギー管理の実施に係る省エネ目標については、aにおける検討結果
等を踏まえて修正要否について検討した上で、検討結果に応じて、必要な措置を講ずる。

a：令和５年内ので
きるだけ早期に開
始
 b：令和５年度か
ら検討を開始し、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 令和５年より、内部的検討を開始した。 有識者へのヒアリング等を行った上で、その結果も踏まえて結論を得る。 検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

28 太陽光発
電リース
の住宅
ローン上
の扱いに
関する金
融機関へ
の情報提
供

住宅等への屋根置き太陽光設備の導入について、初期費用を軽減できるリース等により太陽光発
電設備を設置する事例も増えてきているところ、リースにより太陽光発電設備を設置している住宅等
の取得に係る住宅ローンの与信審査に関しては、例えば、自家消費による電気代削減や売電収入
等の側面についても考慮すること等を必要に応じて検討することを、金融機関等に対し適切に周知
する。

措置済み 金融庁 太陽光発電設備の普及に向け、銀行等の業界団体との意見交換会において、金融庁より「リースに
より太陽光発電設備を設置している住宅等の取得に係る住宅ローンの与信審査に関しては、当庁と
して一律の対応を求めるものではないが、例えば、自家消費による電気代削減や売電収入等の側
面についても考慮することなど、各金融機関それぞれにおいてご検討いただければ幸いである」旨を
情報発信し、合わせて金融庁HPでも公表した（令和４年10月）。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

29 屋上に架
台を取り
付けて太
陽光パネ
ルを設置
する際の
建築基準
法におけ
る取扱い
の明確化

建築物の屋上に架台を取り付け、その上に設置する太陽電池発電設備について、当該太陽電池
発電設備の架台下の空間にキュービクルや室外機等の建築設備が設置されることのみをもって、建
築基準法上の主要構造部に該当しないことや、当該架台下の空間は、建築基準法施行令（昭和25
年政令第338号）に規定される床面積及び階数に算入されないこと等を明確化するため、通知を発
出する。

措置済み 国土交通省 令和５年３月13日に各都道府県建築行政主務部長等宛てに「建築物の屋上に太陽電池発電設備を
設置する際の建築基準法の取扱いについて（技術的助言）」を発出し、取扱いの明確化を行った。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

30 目安光熱
費の表示
について

建築物の省エネルギー性能の広告表示について、目安光熱費を表示する際のルールを定めるの
に併せて、当該目安光熱費の表示をすることが望ましい旨をガイドライン等において、明記する。

令和６年４月措置 国土交通省 令和５年９月25日に建築物のエネルギー消費性能に関し販売事業者等が表示すべき事項及び表示
の方法その他建築物のエネルギー消費性能の表示に際して販売事業者等が遵守すべき事項（令和
５年国土交通省告示第970号）を公布し、目安光熱費を表示する際のルールを定めた（令和６年４月
１日施行）。また、同年９月に公表した「建築物省エネ法に基づく建築物の販売・賃貸時の省エネ性
能表示制度ガイドライン」において、目安光熱費のラベル表示を行うことは一般消費者への省エネ性
能の訴求の観点で望ましい旨を記載した。

措置済 措置済 解決
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(3) リチウムイオン蓄電池の普及拡大に向けた消防法の見直し
令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

31 一定の安
全性を有
する車載
用リチウム
イオン蓄
電池に係
る、消防法
上の危険
物規制の
体系・適用
の在り方
の検討

消防庁は、電気自動車分野で国際競争が激化する中、欧米での事業環境とイコールフッティングと
なることを目指し、国際規格を満たすなど一定の安全性を有する車載用リチウムイオン蓄電池に係
る危険物規制の体系・適用の在り方について、海外の状況等との比較も含めて課題を洗い出し、安
全の確保を前提に、その後速やかに結論を得る。

令和５年度内に課
題を洗い出し、そ
の後速やかに結
論

総務省 「リチウムイオン蓄電池に係る危険物規制に関する検討会」において課題を洗い出し、令和６年３月
11日に開催した同検討会（第３回）において所用の結論を得た。

速やかに政省令改正を行う予定。 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

32 一般取扱
所におけ
るリチウム
イオン蓄
電池の消
火設備に
関する見
直し

一般取扱所におけるリチウムイオン電池の消火設備について、スプリンクラーを消火設備とするこ
とを可能とするため必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速
やかに措置

総務省 「リチウムイオン蓄電池に係る危険物規制に関する検討会」において検討し、令和６年３月11日に開
催した同検討会（第３回）において所用の結論を得た。

速やかに政省令改正を行う予定。 未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

33 鋼板製の
筐体(きょう
たい)で覆
われる車
載用リチ
ウムイオン
蓄電池に
ついての
指定数量
の合算方
法の見直
し

ＥＶ用リチウムイオン蓄電池について、鋼板製の筐体で覆われ、かつ充電率が一定値以下等の要
件を満たすものについては、指定数量の合算から除外するよう必要な措置を講ずる。

令和５年度上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

総務省 「鋼板製の筐体で覆われる車載用リチウムイオン蓄電池に係る指定数量について」（令和５年７月７
日付け消防危第214号）を発出し、電気自動車の製造等に伴い一時的に建築物内に置く必要がある
車載用リチウムイオン蓄電池について、当該車載用リチウムイオン蓄電池等の状況が鋼板製の筐
体で覆われていること等の要件に該当する場合は、当該車載用リチウムイオン蓄電池が含有する危
険物については、指定数量の倍数の合算に含めないものと取り扱うこととして差し支えないことを明
確化した。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

34 定置用リ
チウムイ
オン蓄電
池設備を
屋外に設
置する場
合の保有
空地等の
緩和

消防庁は、消防法（昭和23年法律第186号）の危険物規制の対象となる、コンテナ又はキュービク
ルに収納された屋外設置の一定数量以上のリチウムイオン蓄電池設備に関して、当該設備が出火
及び類焼対策が規定されているＪＩＳ規格等に準拠しており、かつ、消火困難性に応じた消火設備を
設置する場合には、設備周辺の保有空地の幅の規制緩和や設備間の離隔距離の撤廃等の措置を
講ずる。

令和５年度上期措
置

総務省 危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令（令和５年総務省令第70号）及び危険物の規制
に関する技術上の基準の細目を定める告示の一部を改正する件（令和５年総務省告示第321号）を
令和５年９月19日に公布し、 蓄電池設備以外では危険物を取り扱わない一般取扱所で、危険物を
取り扱う設備を屋外に設けるものについて、保有空地等に関する規制を適用しないこととした。

措置済 措置済 解決

(4) 電力システムに係る見直し
令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

35 北海道エ
リアの出
力変動対
策要件に
より再エネ
発電設備
に併設し
た既設の
蓄電池の
見直し

最新の再エネ設備導入量や北海道本州間の地域間連系線の運用実態等を踏まえたシミュレー
ションを行い、必要な調整力量等について検証し、出力変動対策要件により既に再エネ発電設備に
併設されている蓄電池について、実際の運用データ等も踏まえて、将来的に当該蓄電池がどのよう
に活用可能であるかという点やその在り方について検討し、必要な措置を講ずる。

令和５年度内を目
途に検討・結論、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 第49回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／
電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ（令和５年12月6日）に
おいて、再エネの導入に向けて必要な調整力等の検証結果を報告した。
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/049.html

出力変動対策要件により既に再エネ発電設備に併設されている蓄電池の活用方法について
は、現行制度を踏まえて関係各者と引き続き検討を行っていく。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

36 北海道エ
リアにおけ
る蓄電池
募集プロ
セスの取り
やめ

再エネ事業者を対象とした発電設備系統接続条件としての蓄電池募集プロセスのⅠ期の残余分
及びⅡ期の募集は取りやめる。

令和５年度上期措
置

経済産業省 第49回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／
電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ（令和5年3月14日）で
審議した結果、蓄電池募集プロセスⅠ期残容量の残余及びⅡ期の募集を取り止めることとし、令和5
年4月17日に北海道電力ネットワークより募集の取りやめが発表され（同年7月1日より、変動緩和要
件を不要とした接続検討の受付を開始）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/045.html
https://www.hepco.co.jp/network/info/info2023/1252088_1969.html

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

37 非ＦＩＴ再エ
ネについ
ての出力
抑制時の
金銭的精
算の実施

卒ＦＩＴ電源やＦＩＰ電源等の限界費用が０［円/ｋＷｈ］の非ＦＩＴ再エネについて、現行の調整電源と同
様、ゲートクローズ後に送配電事業者が指示する出力制御に応じた場合の金銭的な精算の在り方
を検討し、その結果を踏まえて必要な場合は、措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 第67回電力・ガス基本政策小委員会（令和５年12月７日）において、変動再エネの調整力としての活
用について議論し、社会コストの抑制の観点を踏まえつつ、需給調整市場を含めた電力システム全
体の在り方と合わせて引き続き検討を深めていくこととした。

需給調整市場を含めた電力システム全体の在り方と合わせて引き続き検討。 検討中 継続F
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令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

38 再エネ設
備併設蓄
電池の有
効活用に
向けた措
置

全国のＦＩＴ・ＦＩＰ認定を受けた再エネ発電設備に併設される蓄電池（北海道エリアにおける変動緩
和要件が課されている蓄電池を含む。）について、系統側からの充電を認めるとともに、系統側から
充電された電気量と発電設備側から充電された電気量を計量し、その比率で按分した発電設備由来
の電気量については、ＦＩＴ買取・ＦＩＰプレミアム交付の対象とするため、必要なシステムの運用を検
討し、必要な措置を講ずる。

令和５年度上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 一定の条件を満たすFIP認定設備に蓄電池を併設し、系統からの引き込みを行う際の価格算定ルー
ルについて、再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会の中で、2022年６月
～2023年12月にかけて計４回に渡り議論を行い、必要な省令改正を実施。本年４月より新ルールの
運用を開始。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

39 容量市場
における
蓄電池の
扱いの見
直し

容量市場における蓄電池の扱いについて、現状、発動指令電源にのみ区分されているが、それに
加えて、一定規模以上の蓄電池について、安定電源にも区分されるよう検討し、必要な措置を講ず
る。

令和５年上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 2023年5月に開催された制度検討作業部会で議論が行われ、2027年度実需給を対象とした容量市
場のメインオークション以降、従来の発動指令電源としてだけではなく、安定電源としても応札するこ
とを可能とした。
○第79回制度検討作業部会（2023年5月25日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/079_03_00.
pdf#page=21
○第十三次中間とりまとめ（制度検討作業部会）（2023年8月）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/20230810_
1.pdf#page=13
○容量市場メインオークション募集要綱（対象実需給年度：２０２７年度）（2023年8月2日）
「安定電源」に登録可能な電源に蓄電池を記載済み。
https://www.occto.or.jp/market-
board/market/jitsujukyukanren/files/230802_mainauction_boshuyoukou_jitsujukyu2027.pdf#page=1
1

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

40 容量市場
における
発動指令
電源の電
源等の登
録手続の
見直し

経済産業省は、諸外国とは異なり、容量市場における発動指令電源は、落札後18か月以内に電
源等を登録する必要があるところ、電源等リストの提出から実効性テストまでの期間について、運用
状況を踏まえ、手続期間を短縮していく方向で検討を行い、必要な措置を講ずる。

令和５年度内を目
途に検討・結論、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 電源等リスト登録の期間は不備等の確認のために一定期間設定されている。初回である実需給
2024年度向けの実効性テストについて、書類の不備や事業者間重複などが多く確認された。引き続
き、事業者との発動実績の確認プロセスに一定の時間を要している。

2025年度以降の実需給向けの実効性テストにおいて提出された電源リストの不備の状況や、
事業者がその確認等に要する期間も踏まえ、措置の要否や手続きの在り方について検討を行
う。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

41 容量市場
における１
地点複数
電源の応
札可能化

経済産業省は、容量市場において、「１地点複数電源区分（変動電源と発動指令電源の組合せ）」
の応札は認められていないところ、変動電源と発動指令電源の組合せについて、各電源から供給し
た分を区分計量できる場合の、容量市場のリクワイアメント及びその確認方法について技術的な実
現可能性を確認しながら検討を行い、必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 変動電源と発動指令電源の組合せのうち、まずは当初要望内容(※1)にあったFIP電源に併設される
蓄電池からの放電にかかるFIPプレミアム交付対象となる電気の量の観念の方法(※2)について、資
源エネルギー庁及び電力広域的運営推進機関で検討が進められた。一方、本整理はFIPプレミアム
交付対象となる電気の量の観念の方法であり、区分計量方法の整理とは異なる（例えば、30分値ご
との値を把握できない）。
(※1)第19回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース 資料7-3
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/conference/energy/20220221/220221energy13.pdf#page=5
(※2)第58回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/058_01_00.pdf#page=35

FIP電源と併設された蓄電池について各電源から供給した電力量を区分計量できないため、蓄
電池の期待容量に対する容量市場でのアセスメントができない状況。各電源からの区分計量
が可能となる場合、必要に応じて検討を進める。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

42 需給調整
市場にお
ける計量
方法

経済産業省は、需給調整市場にディマンドレスポンスで参画する場合、現状は需要家の引込み地
点（受電点）で計量及びベースライン設定を行うこととなっているところ、受電点より下部のメータで計
量及びベースライン設定を行うことを可能とするために詳細な業務フロー設計等必要な措置を講ず
る。

令和８年度措置 経済産業省 受電点より下部のメータで計量及びベースライン設定を行うことを可能とするため、ネガワット調整金
の取り扱いや群管理の手法、DR時のインバランス算定・処理方法、不正防止策などの整理を行い、
令和8年度より需給調整市場における機器個別計量を実施することとした。

措置済 未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

43 再給電方
式に係る
見直し

送電線の利用ルールについては、メリットオーダーを追求していくが、市場主導型（ゾーン制、ノー
ダル制）への見直しは、システム開発等により一定の時間がかかる。そこで、早期に再エネの出力制
御量を減らすため、まずは再給電方式による混雑処理を開始したところ、順次、以下の導入を進め
る。
a 基幹系統への再給電方式（一定の順序）を導入する。
b 基幹系統の導入状況も踏まえ、ローカル系統の混雑処理を検討する。

a：令和５年措置
b：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 a 調整電源以外も含め一定の順序で混雑を解消する再給電方式についても、令和５年12月28日か
ら導入済み。

b ローカル系統の混雑処理方法として、第46回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（令和４年11月15日）にて議論を行い、基幹系統の再給電方式（一定の順序）と同様
の出力制御順、出力制御方法で制御することを基本として整理した。また、令和５年４月からローカ
ル系統におけるノンファーム接続の受付を開始し、平常時における系統混雑時の出力制御を条件に
新規接続を可能とした。

a、b 措置済 措置済 解決

22



措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

44 送電線利
用・出力制
御ルール
の見直し

市場主導型（ゾーン制、ノーダル制）への見直しを検討し、早急な実現を目指す。 令和５年度以降可
能な限り早期に検
討・結論、結論を
得次第
速やかに措置

経済産業省 市場主導型を含む将来的な混雑管理の在り方について、資源エネルギー庁の審議会等で議論して
いく。

審議会等での議論を実施中 検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

45 送配電系
統に係る
情報の開
示等

a ローカル系統については、発電事業者が最適な運転をできるよう、予想潮流及び潮流実績等の
情報公開の在り方について検討し、必要な措置を講ずる。
b ノンファーム型接続において、系統制約に係る将来の出力制御の見通しの情報公開について検
討し、必要な措置を講ずる。

a：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置
b：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 a 第47回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会
／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ（令和５年８月３日）
において情報公開の在り方を整理し、基幹系統・ローカル系統共に予想潮流を公開していくこととし
た。

b 第48回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会
／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ（令和５年10月16
日）において系統制約による自然変動電源の出力制御に関する短期見通しを公表した。また、第50
回同ワーキンググループ（令和６年３月11日）において系統混雑に関する中長期見通しの算出方針
を示した。

a 2024年度を目処にシステム改修を予定。

b 本年夏頃を目処に中長期見通しを公表予定。

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

46 配電系統
へのノン
ファーム型
接続の適
用拡大

配電系統へのノンファーム型接続の適用拡大については、当面、分散型エネルギーリソースを活
用したＮＥＤＯの事業プロジェクトにおいて必要となる要素技術等の開発・検証を進め、社会実装に
向けた方向性を取りまとめる。この結果を踏まえ、配電系統へのノンファーム型接続の適用拡大の
必要性を検討する。

令和６年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 ＮＥＤＯの事業プロジェクトにおいて、配電系統において分散型エネルギーリソースを活用し、配電用
変電所の混雑緩和を可能にするDERフレキシビリティシステムの構築に向けた技術開発を実施して
おり、令和６年度より栃木県那須塩原市でフィールド実証を行う予定。

令和４年度より配電系統における分散型エネルギーリソースを活用技術の開発を開始し、令和
６年度よりフィールド実証を開始予定。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

47 需給ひっ
迫警報等
の対応手
続の改善

需給ひっ迫時等に需要側の対応を期待するためには、需給状況が事前に需要側に伝えられること
が前提になる。令和４年３月の東京エリアにおける需給ひっ迫等を踏まえ、手続の改善について検
討し、必要な措置を講ずる。
a エリア予備率及び広域予備率について、週間・翌日・当日の３段階で公表しているところ、翌々日
の段階においても需給見込みを公表する。
b 需給ひっ迫時の対応を検証した上で、その結果に基づき、需給ひっ迫時の手続を合理的で分かり
やすいものに見直す。

措置済み 経済産業省 a 2024年度から翌々日の広域予備率を電力広域的運営推進機関のHP上で公表することとしてい
る。

b 2022年3月の東京エリアにおける需給ひっ迫等を踏まえた検証を実施した上で、2024年度から電
力の広域運用が本格化することに伴い、電力需給ひっ迫時の対応について整理を行い周知を実
施。

a 措置済

b 措置済（2024年4月1日に資源エネルギー庁HPでも周知予定）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/2024jyuky
u/index.html

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

48 ディマンド
リスポンス
が自然に
発動され
る合理的
な仕組み
の構築

a 令和４年３月の東京エリアにおける需給ひっ迫時の５ＧＷの節電について、内訳（需要家の種類、
節電量、ディマンドリスポンス契約によるものか、要請に応じたものか、送配電事業者経由か、小売
事業者経由か等）を調査・検証する。
b その上で、今後このような節電が対価に基づいて自発的に行われる仕組みを検討し、必要な措置
を講ずる。

措置済み 経済産業省 a 2022年7月に、2022年3月の東日本における電力需給ひっ迫に係る検証の取りまとめを行ってお
り、当該取りまとめの中で、電圧種別の節電実績をまとめるとともに、小売電気事業者に対してアン
ケートを行い、ディマンド・リスポンス等の活用状況等について、調査・検証を行った。

b 2022年冬期に実施した節電プログラム促進事業等を通じて、ディマンドリスポンスの拡大に向け、
継続的に制度の検討に取り組む。

a、b 措置済 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

49 昨今の自
然現象を
踏まえた
必要供給
予備力の
確保

昨今の自然現象を踏まえ、調整力公募の電源Ⅰ´や電源Ⅰに相当する部分で必要量が十分確保
されているか、改めて検証し、必要な措置を講ずる。

措置済み 経済産業省 調整力の確保については、電力広域的運営推進機関において、各一般送配電事業者が必要な調整
を確保できているかどうかの確認を実施している。また、電気事業法施行規則を改正し、供給計画の
提出様式に「調整力に関する計画書」を追加し、電源の調整能力についても確認を行うこととした。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

50 需給ひっ
迫時に自
家発電や
ディマンド
リスポンス
が調整力
として提供
される仕
組みの構
築

需給ひっ迫時において、自家発電やディマンドリスポンスのｋＷｈ価値が提供されるよう、調整力公
募の電源Ⅱ´、電源Ⅱ及び今後それに相当する部分（令和６年度以降、電源Ⅰ´と類似の機能を担う
容量市場の発動指令電源及び電源Ⅱからその機能を引き継ぐ需給調整市場）について、自家発電
やディマンドリスポンスも対象に含まれていること及びｋＷｈ価格には機会費用を含めることができる
ことを経済産業省等のホームページにおいて周知する。

また、容量市場における発動指令電源等については、需給ひっ迫時等において、活用できることと
しており、必要な措置を講ずる。

令和５年度上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 容量市場については、容量オークション前に市場運営主体である電力広域的運営推進機関が、事
業者説明会を開催し、自家発電やディマンド・リスポンスも対象となることを示しており、説明会資料
等も電力広域的運営推進機関のHPで公開している。
https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html
（下記、制度概要説明会資料のP23、24）
https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/20230711_youryou_gaiyousetsumei.pdf

需給調整市場については、需給調整市場ガイドラインにおいて、予約電源には応札価格に、非予約
電源にはkWh価格に機会費用を含めることができるとしている。
また、市場運営主体である電力需給調整力取引所において、取引ガイドにおいて、自家発やDRを例
示するなど対外的に周知を行っている。
（下記 需給調整市場ガイドラインP3、4、5）
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/001/pdf/jyukyu
chosei-gl.pdf
（下記、取引ガイドP3、4）
https://www.tdgc.jp/j_information/docs/guide_202304rev.pdf

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

51 電力価格
高騰を踏
まえた需
要家への
情報提供
の充実化

電力価格が高騰している中、需要家への電気料金に係る適切な情報提供がより重要となっている
ところ、
a 市場連動型料金メニューや燃料費調整等の仕組みを伴う料金メニューによる小売り供給を行う際
には、需要家に対し、その仕組みやそれによる電気料金への影響などについて情報提供を行う。
b 小売電気事業・供給契約そのものや、料金水準の変動のリスクが顕在化してきている中で、料金
メニューのリスクなどが十分に需要家に理解されるよう、情報提供の充実化について更なる検討を
行い、必要な措置を講ずる。

a：措置済み
b：令和５年検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 a 実施時期に記載のとおり措置済

b 電力・ガス基本政策小委員会において、小売料金が燃料や電力の価格により変動する場合には
その旨や変動額の算定方法、上限の有無を説明しなければならないこと等を小売事業者の説明義
務とする方針を整理した。これを踏まえ、電気事業法施行規則（平成7年通商産業省令第77号）を改
正した（令和6年3月29日公布・同年4月1日施行）。
また、国においても需要家のニーズを踏まえた情報提供の拡充をすることとしており、具体的には、
電気料金の仕組みや料金メニューの一例、燃料調整費制度等について、資源エネルギー庁のWeb
サイトに掲載した。

a、b 措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

52 新電力の
顧客情報
の情報漏
洩・不正閲
覧事案を
踏まえた
行為規制
の在り方
の見直し

経済産業省は、新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえ、
a 顧客情報を管理する情報システムの物理分割及びアクセス権限の管理を徹底させるため、必要
な措置を検討し、講ずる。
b 災害時等における一般送配電事業者と旧一般電気事業者の情報共有の在り方を検討する。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 新電力顧客情報の情報漏洩・不適切閲覧事案について、経済産業大臣から５社に対して業務改善
命令を、電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）委員長から６社に対して業務改善勧
告を、委員会事務局長から２社に対して業務改善指導を行い、それに対する業務改善計画が各一
般送配電事業者及び各みなし小売電気事業者から提出されているところ、各社の業務改善計画に
おいては、顧客情報を管理する情報システムの物理分割に向けた対応や、ID・パスワード管理をは
じめとするアクセス権管理の徹底等のITガバナンスの強化、統制環境確保のための体系的な内部
統制体制の構築等が盛り込まれている。
（関連URL）各一般送配電事業者及び関係小売電気事業者の改善計画の公表状況
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/085_03_02.pdf
※資料中の四国電力についてはリンク切れとなっている。同内容については以下に掲載
https://www.yonden.co.jp/press/2023/__icsFiles/afieldfile/2023/05/25/pr003.pdf

また、委員会においては、新電力顧客情報及び電力買取情報を保有する情報システムの物理分割
を実施することや、災害等非常時対応における情報共有は真に必要な情報に限定すること、非公開
情報を管理する全システムについてアクセスログの定期的な確認を実施することを新たに義務付け
る省令・ガイドラインの改定を建議し、省令・ガイドラインにおいていずれも措置された。
（関連URL）制度的措置に係る建議事項（資料p21～p25）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/086_04_00.pdf

措置済 未措置 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

53 新電力の
顧客情報
の情報漏
洩・不正閲
覧事案を
踏まえた
一般送配
電事業者
の中立化
のための
措置

新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえ、一般送配電事業者の中立性を確保する
観点から、経済産業省は、一般送配電事業者の役職員について、特定関係事業者との間での人事
交流（出向・転籍等）の適切な在り方について検討する

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 新電力顧客情報の情報漏えい・不適切閲覧事案を踏まえた人事規制の在り方について、委員会に
おいては、電気事業法上措置されている兼職規制と、人事交流（出向・転籍等）の双方について検討
した。

兼職規制に関しては、委員会において、関係小売電気事業者において組織的に非公開情報が業務
利用されることを人事の面から防止すべく、一般送配電事業者の特定送配電等業務に従事する者と
の兼職が制限される特定関係事業者の小売電気事業、発電事業、又は特定卸供給事業の業務の
運営において重要な役割を担う従業者の要件として、「電力小売営業業務、電力取引業務、電源開
発計画策定業務の実施箇所において契約者情報を管理する地位にあるもの」を新たに追加する省
令改正を行うことについて建議した。
（関連URL）兼職規制改正に係る建議事項（資料p3~13）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/094_08_00.pdf

人事交流（出向・転籍等）については、委員会においては、法的分離後の人事交流に関する規律に
ついて検討がなされた際に役職員の人事異動の制約が労働者の基本的な権利に対する制約に当
たり、憲法上の要請を踏まえた規制範囲について検討された結果として、事業者の自主規制に委ね
られるべきこととされた経緯などを踏まえ、法令又は法令以外の規制による制限を加えることは慎重
であるべきと判断。
その上で、制度設計専門会合において人事交流に関連した新電力顧客情報の情報漏えい・不適切
閲覧事案の防止策について、業務改善計画を踏まえて実施中の対応と併せて各事業者の考え方を
聴取し、各事業者と委員との間で議論を実施。人事交流の自主規制に関して、適取GLにおいて「社
内規程により行動規範を作成し、それを遵守することが望ましい」と示されていることを踏まえ、各事
業者においては、同会合での議論を受け止めた上で、行動規範の見直しの要否も含めて検討し、人
事交流に関連した情報漏えいの防止を徹底いただくこととした。
（関連URL）人事交流に関連した情報漏えい事案の再発防止
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/095_05_00.pdf

措置済 未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

54 内外無差
別な卸売
等に向け
た措置

経済産業省は、公正取引委員会から電力・ガス取引監視等委員会に対し、公正な競争を阻害する
可能性のある行為について、情報提供がされたことを踏まえ、当該情報提供事案についてヒアリング
を行い、その結果に応じて適切に対応する。

また、今後、小売電気事業の健全な競争の実現に向け、発電事業者に対する卸売における内外
無差別を強化するための方策（制度措置、行政措置の要否含む。）を検討し、必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 公正取引委員会から監視等委に行われた情報提供について、旧一般電気事業者及び新電力に対
してヒアリング及びアンケート調査を行って実態を確認し、第86回制度設計専門会合（令和5年6月27
日開催）において確認結果を報告した。結果、内外無差別な卸売のコミットメント以前に監視等委か
ら事業者に対し改善を求め、既に是正された事案が1件確認されたが（※公正取引委員会にも確認
済み）、そのほか現在において公正取引委員会からの情報提供の内容に該当する事例の存在は確
認されなかった。
また、内外無差別な卸売の取組については、第86回制度設計専門会合（令和5年6月27日開催）に
おいて各社の23年度単年の卸売について評価基準に基づく内外無差別性の評価を行い、内外無差
別な卸売の基準をより明確化した上で、北海道・沖縄エリアについては内外無差別が担保されてい
ると評価した。さらに、第89回制度設計専門会合（令和5年9月29日開催）において、長期の卸売につ
いても評価基準の策定を行った。
加えて、今般の不適切事案も踏まえて、審議会において、小売電気事業の健全な競争を実現すると
いう観点から、電力卸売の契約期間の長期化や競争制限的な条件（小売電気事業者が購入した電
力の転売の禁止、小売電気事業者の電力の購入可能量の制限等）の解除について議論が行われ、
旧一般電気事業者各社は、この方針に従って、今後の卸売の方針を提示した。内外無差別な卸売
を前提に、各電気事業者が自らの事業計画に基づき、短期／長期の相対契約を組み合わせること
等により多様な供給力のポートフォリオの構築を行うことができる環境が実現されているかを重視
し、各社の卸売を促進・モニタリングしていくことに注力することが適切とされた。こうした審議会での
議論を踏まえ、旧一般電気事業者各社は、昨年秋以降、2024年度以降受け渡しの電力販売におい
て、電力卸売の契約期間の長期化や競争制限的な条件の解除、内外無差別な卸売を念頭においた
対応を進めている。

措置済 未措置 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

56 新電力の
顧客情報
の情報漏
洩・不正閲
覧事案及
びカルテ
ル事案を
踏まえた
電気事業
法上の罰
則の強化

経済産業省は、事業者の法令違反行為の抑止効果を高めるため、
a 新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえた罰則の強化について、その必要性や妥
当性等について検討し、必要な措置を講ずる。
b カルテルを含む電気事業の健全な発達を阻害する行為について、私的独占の禁止及び公正取引
の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。)との関係に留意しつつ、電
気事業法（昭和39年法律第170号）に基づく規律の強化を検討する。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 罰則や行政上の制裁については、電事法における他の規律に対する罰則等の水準や同様の保護
法益を有する他法令（電気通信事業法等）の規定のバランスや、刑法・不正競争防止法・不正アクセ

ス禁止法等の一般的な規制体系との関係などを踏まえて設定する必要があり、今回の事案をもって

罰則や行政上の制裁を強化することは困難と考えられる。
その上で、今回の事案を踏まえ、一般送配電事業者の特定関係事業者が、当該一般送配電事業者
がその業務上知り得た電気供給事業者や需要家に関する情報をはじめとする非公開情報を、当該
特定関係事業者の業務において利用してはならないことを行為規制の対象とする制度的措置を講
ずることにより、電事法上、禁止される行為であることを明確化している。

措置済 未措置 フォロー終了

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

57 新電力の
顧客情報
の情報漏
洩・不正閲
覧事案を
踏まえた
行政上の
制裁の強
化

経済産業省は、新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案を踏まえ、再発防止に向けた行政
上の制裁としての電気事業者に対する業務停止命令などの行政上の制裁について、その必要性や
妥当性等について検討し、必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 罰則や行政上の制裁については、電事法における他の規律に対する罰則等の水準や同様の保護
法益を有する他法令（電気通信事業法等）の規定のバランスや、刑法・不正競争防止法・不正アクセ
ス禁止法等の一般的な規制体系との関係などを踏まえて設定する必要があり、今回の事案をもって
罰則や行政上の制裁を強化することは困難と考えられる。
その上で、今回の事案を踏まえ、一般送配電事業者の特定関係事業者が、当該一般送配電事業者
がその業務上知り得た電気供給事業者や需要家に関する情報をはじめとする非公開情報を、当該
特定関係事業者の業務において利用してはならないことを行為規制の対象とする制度的措置を講
ずることにより、電事法上、禁止される行為であることを明確化している。

措置済 未措置 フォロー終了

経済産業省は、新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案やカルテル事案等を踏まえたコンプ
ライアンスの徹底に向けて、次に掲げる内容も参考に、必要な指導を行う。
a コンプライアンスを含め内部監査を行う組織について、外部専門家を入れるなど、被監査部門に
対して十分けん制機能が働くよう独立性を高める。
b aにおける組織の意見も聞きつつ、社員に対して徹底したコンプライアンス教育を実施する。

令和５年度上期可
能な限り早期に検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 新電力顧客情報の情報漏洩・不適切閲覧事案について、経済産業大臣から５社に対して業務改善
命令を、電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）委員長から６社に対して業務改善勧
告を、委員会事務局長から２社に対して業務改善指導を行い、それに対する業務改善計画が各一
般送配電事業者及び各みなし小売電気事業者から提出された。各社の業務改善計画  において
は、それぞれ従業員教育の充実・三線管理（被監査部門に対してけん制を働かせる組織体制）に係
る体制整備・監視機能の強化などが盛り込まれている。
三線機能の強化として、例えば、外部専門家が参加する会議体の設置（管理部門たる二線の監視
機能強化）、外部専門家を用いたシステム監査の実施（内部監査部門たる三線の監視機能強化）と
いった、監視機能の独立性及び専門性を高める施策が含まれている。
（関連URL）各一般送配電事業者及び関係小売電気事業者の改善計画の概要
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/085_03_01.pdf
（関連URL）各一般送配電事業者及び関係小売電気事業者の改善計画の公表状況
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/085_03_02.pdf
※資料中の四国電力についてはリンク切れとなっている。同内容については以下に掲載
https://www.yonden.co.jp/press/2023/__icsFiles/afieldfile/2023/05/25/pr003.pdf

また、委員会においては、三線管理による体制強化を義務づける省令・ガイドラインの策定を建議し
た。この建議において示した省令案では、被監査部門とは異なる部門として管理部門を設置し、被監
査部門への指導・監督を実施することや、不正の早期発見に資する社内体制の整備を一般送配電
事業者に義務付けることとしていたところ、省令・ガイドラインにおいていずれも措置された。
（関連URL）制度的措置に係る建議事項（資料p21～p25）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/086_04_00.pdf

委員会においては、各社の業務改善計画に基づく内部統制体制の強化（従業員の法令遵守意識向
上に係る取組や、三線管理に係る体制整備など）の進捗を確認するべく、業務改善計画提出後1年
間を集中改善期間と位置付けて、モニタリングを実施している。各社において、三線管理の体制整備
（第二線の体制整備や外部専門家が参加する会議体の設置等の第二線の監視機能強化、内部監
査を行う三線における行為規制に特化した部署の新設や外部専門家を用いたシステム監査の実施
等の3線の監視機能強化）と同時に従業員教育が実施されていることを、令和５年８月から10月にか
けて実施した第２回モニタリングにおいて確認し、また、同年１１月から令和６年１月にかけて実施し
た第３回モニタリングにおいてその取組の進捗・更新状況を確認した。
（関連URL）第２回モニタリングの結果報告
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/090_06_00.pdf
（関連URL）第３回モニタリングの結果報告
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/095_04_00.pdf

また、カルテル事案に関連して、令和５年７月に経済産業大臣が大手電力等５社に対して業務改善
命令を行ったところ、同年８月、再発防止のための計画（改善計画）が各社から提出された。改善計
画において、大手電力等５社は、コンプライアンスに関して、外部人材を過半数とする組織体の設
置、競争関係にある他の小売電気事業者との接触に関するルールの設定、小売電気事業の競争に
関する継続的な研修等を実施することとした。その上で、委員会では、フォローアップの一環として、
上記大手電力等５社のこれまでの取組状況などを聞き取るため、令和５年10月に、各社の社長と委
員会との面談を行ったほか、令和６年１月下旬から２月上旬にかけてコンプライアンスに携わる組織
体の役割分担や相互の連携方法等についてヒアリングを行った。それぞれの概要については、令和
５年10月及び令和６年３月に公表している。

（関連URL）令和５年10月公表のフォローアップ結果報告
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/090_03_00.pdf
（関連URL）令和６年３月公表のフォローアップ結果報告
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/095_03_00.pdf

業務改善計画提出後１年間の集中改善期間における各社の取組状況について総合的な評価
を行い、各社及び業界大のコンプライアンス強化に向けた取組みを促進していく。また、省令改
正を踏まえた各社の対応状況については、次年度以降定期的に評価を行う予定である。
カルテル事案に関連した改善計画については、令和６年８月までを「集中改善期間」とし、大手
電力等５社が改善計画に織り込んだ取組が、実際に機能しているか・効果が上がっているかと
いった点について、引き続き、委員会においてヒアリングや実地調査などのフォローアップを
行っていく予定である。

措置済 継続F令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

旧一般電
気事業者
のコンプラ
イアンスの
強化

55
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

58 電力・ガス
取引監視
等委員会
の機能強
化

経済産業省は、新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧事案やカルテル事案等を踏まえ、再発
防止に向けて、電力・ガス取引監視等委員会について、諸外国の類似した規制機関の例も参考に、
独立性を前提に監視機能強化について検討する（当該委員会の職員を増強する（特に専門性の高
い外部出身者の割合を増やす。）など。）。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 電力・ガス取引監視等委員会の監視機能強化の観点から、以下の対応を実施。
①令和6年度の機構・定員要求として、新たに機構として総合監査室を設置するとともに、定員強化

に向けた対応を実施
②令和6年度予算として新たに電力市場監視機能強化等事業を措置

電力・ガス取引監視等委員会における監視機能強化については、今後、諸外国の類似した規
制機関なども参考としながら必要な検討を進めることとしており、これを踏まえ、本年夏頃を目
処に、組織としての「監視機能強化の方針」等をとりまとめる予定。令和6年度予算（電力市場
監視強化等事業）等の適切な執行に加え、当該方針を踏まえた監視機能強化を進めていくこと
を想定。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

59 電気事業
者の組織
の在り方
の検討

経済産業省は、電気事業者の組織の在り方について、新電力の顧客情報の情報漏洩・不正閲覧
事案やカルテル事案等を踏まえつつ、2013年の電力システム改革報告書に基づき、次のような点に
ついて引き続き検討する。
a 旧一般電気事業者の送配電部門の所有権分離についてその必要性や妥当性、長所・短所を含
めて検討する。
b 電気事業者の発電部門と小売部門の組織の在り方に関し、発販分離及び会計分離については、
各事業者の事業戦略に基づき選択可能であるという前提の上で、検討する。
c 小売電気事業の健全な競争を実現するため、各エリアにおいて新たな有力選択肢となり得る小売
電気事業者の創出のための環境整備について検討する。

令和５年度を目途
に検討・結論、結
論を得次第速や
かに措置

経済産業省 a 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会において、今般
の不適切事案に対する直接的な解決策にはならない等の指摘がなされており、こうした議論を踏ま
えれば、不適切事案への対応としての必要性、妥当性は認められないと考えられる。その上で、今
般の一連の不適切事案等に係る対応の状況等を踏まえつつ、今後実施する電力システム改革に係
る検証の中で、有識者等の御意見も伺いながら、2013年の電力システム改革報告書の趣旨や発送
電分離以降の電気事業全体をとりまく環境変化等を踏まえ、引き続き、包括的に検討することとし
た。

b、c
・今般の不適切事案を踏まえ、小売電気事業の健全な競争を実現するという観点から、電力卸売の
契約期間の長期化や競争制限的な条件（小売電気事業者が購入した電力の転売の禁止、小売電
気事業者の電力の購入可能量の制限等）の解除について、審議会において議論が行われた。
・その中で、bについては、各電気事業者（旧一般電気事業者に限定せず、新電力も含む、全電気事
業者）の判断として、事業戦略上必要であれば自由に選択可能という整理とし、今後の小売電気事
業の活性化の観点からは、これまでの審議会の議論も踏まえ、内外無差別な卸売を前提に、各電気
事業者が自らの事業計画に基づき、短期／長期の相対契約を組み合わせること等により多様な供
給力のポートフォリオの構築を行うことができる環境が実現されているかを重視し、各社の卸売を促
進・モニタリングしていくことに注力することが適切とされた。
・cについても、上記の卸売を通じ、小売電気事業者の電気の調達先の選択肢も増えているものと思
われることから、こういった卸売環境の変化の動向に加え、小売電気事業者のシェア等を定期的に
確認しつつ、小売電気事業の競争環境に注視していくことが適切とされた。
・こうした審議会での議論を踏まえ、旧一般電気事業者各社は、昨年秋以降、2024年度以降受け渡
しの電力販売において、電力卸売の契約期間の長期化や競争制限的な条件の解除、内外無差別な
卸売を念頭においた対応を進めている。

a 資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会における電力
システム改革の検証の中で、電気事業全体をとりまく環境変化等を踏まえ、引き続き、包括的
に検討する。

b、c 措置済

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

60 独占禁止
法上の厳
正な対処

公正取引委員会は、旧一般電気事業者の小売部門によるカルテル事案等を踏まえ、電力分野に
おいて、独占禁止法上問題となる事実が認められた場合は、引き続き、独占禁止法上のあらゆる手
段を排除せず、厳正・的確に対処する。

令和５年度以降継
続的に措置

公正取引委員
会

公正取引委員会は、令和６年３月４日、東邦瓦斯の都市ガス供給区域における家庭用の都市ガス及
び電気の小売供給に係る取引分野並びに中部電力の電気供給区域におけるＦＩＴ制度による電気の
買取期間満了後の電気の買取りに係る取引分野における競争を実質的に制限していた疑いがある
として、中部電力ミライズ及び東邦瓦斯に対し、警告を行った。

今後とも、電力分野における独占禁止法違反行為が行われた場合には厳正に対処していく。 措置済 解決

(5) 再生可能エネルギー及び水素の利用促進に係る保安規制の見直し
令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

61 電気保安
規制の主
任技術者
制度に係
る見直し
の検討

経済産業省は、電気主任技術者制度において、監督可能な事業場数に関しては統括及び兼任に
ついて、点検頻度及び点検方法等に関してはそれぞれ兼任及び外部委託について、一律に求めら
れている現行規制の趣旨・目的や規制の科学的根拠・合理性について、諸外国の規制との比較や
保険制度の適用等も含めて調査し、審議会での議論を基に、結論を得て、必要な規制見直しを実施
する。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、統括及び兼任における監督可能な事業場数
について議論。
統括と兼任のいずれについても、現行制度上監督可能な事業場数に上限等の規制は存在していな
いものの、電気主任技術者の不足への懸念を踏まえ、より多数の事業場の監督を事業者が適切に
行うことができるよう、今後経済産業省において統括において多数の事業場の監督を行う場合に保
安管理上注意すべき点を整理し公表することとした。（検討・結論まで実施済）
なお、兼任については既に経済産業省HPにおいて多数の事業場の監督を認めた事例を公表するこ
とで、事業者の予見可能性を確保している。（実施済）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_0
0.pdf

外部委託及び兼任における点検の方法及び頻度について、これまで原則として現地に赴き毎月点
検を行うこととされていたところ、
令和3年にキュービクルにカメラ等を取り付けた場合には遠隔での点検を認める旨の制度改正を行
い、更に令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、適切な周期で機械器具の更新を
行っておりかつ電気設備の過負荷状態をセンサにより監視し適切に是正等している場合には、点検
の頻度を3月に1度以上とすることを認める方針を示した。（検討・結論まで実施済）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_03_0
0.pdf

「検討・結論まで実施済」とされているものについて、審議会の場で方針について委員の了解を
得たことから、早期に制度改正を行う。

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

62 主任技術
者制度に
おける２時
間以内の
到着要件
に係る規
制の見直
しの検討

経済産業省は、電気主任技術者制度において、
a 統括、兼任及び外部委託の場合それぞれについて一律に求められている設備への２時間以内の
到着要件について、洋上風力や僻地の太陽光といった、その個々の事情に鑑みて直ちに現行の規
制・運用を柔軟化することが適当と考えられるものについて必要な見直しを実施する。
b 外部委託の場合について、２時間以内に到達できる者を主任技術者本人でなく担当技術者とする
ことができる組織形態を許容することを検討し、必要な措置を講ずる。また、仮にその制度的措置が
可能と認められる場合には、外部委託制度において受託可能な設備区分の全てをその対象とするこ
とが可能であるかについても併せて検討し、必要な措置を講ずる。

a：令和５年度措置
b：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 a 以下３．（１）、４．（９）～（１０）、６．（１）にて洋上風力（統括・兼任・外部委託）、太陽電池を含む僻
地に設置された電気工作物（兼任・外部委託、担当技術者を配置した事業場については統括形態を
含む）について運用の柔軟化を行った。（実施済）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/law/files/syuningijutsusya_naiki.pdf

ｂ 外部委託において、実態上、受託者本人以外の他の電気主任技術者が２時間以内に到達すれ
ば、受託者本人が２時間以内に到達することを要しないとの運用の柔軟化を認める旨を令和6年3月
19日の第15回電気保安制度WGにおいて明確化した。（実施済）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_0
0.pdf

措置済 措置済 解決

27



措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

63 外部委託
制度にお
ける月次・
年次点検
周期や換
算係数・圧
縮係数の
見直し

a 経済産業省は、自家用電気工作物の電気主任技術者を外部委託する場合、告示等にて点検頻
度（例：月次点検を１月に１回以上実施、年次点検を１年に１回以上実施など）を定めているところ、
スマート保安技術を実装し、高い保安レベルを確保している事業者に対する点検頻度の見直しにつ
いて、必要な措置を講ずる。
b 経済産業省は、スマート保安プロモーション委員会等を活用してスマート保安技術等を実装し保
安レベルが確保されるか否かを確認した上で、随時換算係数・圧縮係数の見直しを併せて行う。

令和５年度措置 経済産業省 a 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、外部委託により保安管理が行われている
事業場について、適切な周期で機械器具の更新を行っておりかつ電気設備の過負荷状態をセンサ
により監視し適切に是正等している場合には、点検の頻度を3月に1度以上とすることを認める方針
を示した。
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_03_0
0.pdf

b 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、EV充電器の増加等により、設備を監督す
る電気主任技術者の不足も考えられる中、保安レベルの維持に向けて、設備特性を踏まえた新たな
保安制度のあり方について検討。主たる負荷設備がEV充電器である事業場について、設備容量64
～1000kVAまでのものについては同一の点検換算係数を適用することで、委員の了解を得た。
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_04_0
0.pdf

審議会の場で方針について委員の了解を得たことから、早期に制度改正を行う。 未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

64 外部委託
の対象と
なる電圧・
出力規模
の拡大

経済産業省は、電気主任技術者制度について、外部委託の対象となる電圧・出力を特別高圧で系
統連系する設備まで拡大することに関して、諸外国の規制・制度等を調査した上で、我が国の電気
保安規制の制度趣旨も踏まえつつ検討し、下記の設備についてそれぞれ必要な措置を講ずる。
a 太陽電池発電設備及び風力発電設備
b 上記以外の再生可能エネルギー発電設備及び需要設備

a：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置
b：令和５年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、外部委託を認める事業場の範囲を特別高圧
で系統連携する設備にまで拡大することについて特別高圧設備の保安管理の実態及び外部委託の
制度趣旨を踏まえて検討を行ったところ、電気主任技術者による日常的な保安管理が必要である特
別高圧設備を外部委託により管理することは電気主任技術者の業務の実態を踏まえれば困難であ
り、かつ外部委託が高圧の自家用電気工作物に求められる保安のレベルを鑑みて特別に認められ
た選任の形態であるとの制度趣旨を踏まえれば、波及事故の影響が甚大である等の理由から高度
な保安レベルの維持が求められる特別高圧で系統連携する設備にまでその対象を拡大することは
不適切であるとの結論に至った。（実施済）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_0
0.pdf

措置済 未措置 フォロー終了

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

65 ダム水路
主任技術
者に係る
実務経験
年数の見
直し

経済産業省は、将来的な人材不足が懸念されるダム水路主任技術者の免状取得に当たり求めら
れている実務経験年数について、講習受講等による実務経験年数の短縮を図るため必要な措置を
講ずる。

令和５年度上期措
置

経済産業省 令和5年3月31日の第13回電気保安制度WGにおいて、ダム水路主任技術者免状の取得に係る実務
経験年数の見直しを実施。
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/013_02_0
0.pdf

ダム水路主任技術者免状の交付を受けるために必要な実務の経験について、各学歴・学科の者が
入職前に経験した学習内容を考慮し見直すとともに、経済産業大臣の登録を受けた講習機関が行う
講習を新設し、同講習を修了した者の実務経験の年数を短縮する制度を導入。（令和5年9月29日施
行）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2023/09/20230929-
1.html

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

66 風力発電
の電力保
安通信用
電話設備
の在り方
の見直し

一定規模以上の風力発電設備に設置が要求される電力保安通信用電話設備について、衛星電話
等のその他の手段の活用により、非常時に確実に必要な保安上の措置を取ることのできる手段を講
ずれば、専用の通信用電話設備の設置を免除することについて検討を行い、必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和6年3月19日の第15回電気保安制度WGにおいて、電力保安通信用電話設備を施設する必要
性、特に、発電所等を所有する分散型電源設置者に対する連絡手段の在り方について検討。一般
送配電事業の電気の供給に対する著しい支障がなく、関係する設備の保安確保に支障がない箇所
については、電力保安通信用電話設備以外の通信手段の採用が可能となる箇所について、整理す
る方針を示した。（検討・結論まで実施済）
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_0
0.pdf

審議会にて委員の了解を得たことを踏まえ、電力保安通信用電話設備以外の通信手段の採
用が可能となる箇所について、早期に電気設備の技術基準の解釈を改正する。

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

67 風力発電
設備の工
事計画届
出に係る
審査の迅
速化に向
けた情報
発信

風力発電設備の工事計画届出に係る技術基準の審査の迅速化を目的として、経済産業省は、登
録適合性確認機関に対し、実際の審査で蓄積された審査のポイントなどを事業者に公表するよう指
導する。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 登録適合性確認機関に対し、実際の審査で蓄積された審査のポイントなどを事業者に公表するよう
指導を行った。その結果、登録適合性確認機関は、事業者に対して適合性評価の審査の手順をまと
めた技術基準を提示する、登録適合性確認機関のHPにおいて審査のポイントをQ&A形式で公開す
る等の対応を行うこととしている。

措置済 措置済 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

68 郊外型水
素スタンド
における
散水装置
への上水
道からの
水の直接
供給の許
容

郊外型水素スタンドにおいては、現状、防火水槽の設置が求められ、当該防火水槽を通じて散水
装置に水を供給することが必要とされているところ、都市型水素スタンドと同様に、上水道から散水
装置への水の直接供給が認められるよう必要な措置を講ずる。

令和５年度措置 経済産業省 検討会の結果を踏まえ、郊外型水素スタンドについて、追加して所定の措置を講じた設備に対する
防火設備の設置を不要とする旨の例示基準案を策定し、パブリックコメント中（令和6年3月21日～4
月19日まで）。

令和6年4月19日までの間で実施しているパブリックコメント終了後、提出意見数によるところで
あるが、速やかに施行する予定。（その後、令和6年4月26日付けで「一般高圧ガス保安規則の
機能性基準の運用について等の一部を改正する規程」を制定・施行し、貯水槽等を介さずに上
水道から水を直接供給することができる散水装置について、郊外型水素スタンドにおいても、
都市型水素スタンドと同様の扱いとなることを明示した。）

措置済 解決
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(6) その他
令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

69 生産緑地
地区内に
おける売
電を行う営
農型太陽
光発電設
備の設置
の実現

現行制度上認められている、農産物等の生産のために必要な太陽光発電設備だけではなく、営農
の確保を前提に売電を行う営農型太陽光発電設備についても、農業関係者のニーズ・要望を待っ
て、生産緑地地区内で地域住民の理解を得た上で設置できるよう措置を検討する。

可能な限り早期に
検討・結論

国土交通省 生産緑地地区内における営農型太陽光発電設備の設置について、継続的に農業関係者からの意
見聴取等を実施。これまで、農業関係者からは、生産緑地地区は良好な生活環境の確保に相当の
効用がある農地の保全を目的としているものであり、そのために税制上の特例措置が講じられてい
ることを踏まえると、当該設備の設置により、生産緑地の有する多様な機能の確保や地域の理解等
の観点から強い懸念があることや、生産緑地地区内における当該設備の設置に対する農業者の
ニーズが確認されないことから、農業者のニーズがない中では導入するべきではない、との意見が
示されてきたところ。また、現時点においても、農業関係者のニーズ・要望は確認されていないとこ
ろ。

引き続き、農業関係者の意向を注視していくこととする。 検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

70 農山漁村
地域にお
ける再生
可能エネ
ルギーの
導入目標
の設定

農林水産省は、2050年カーボンニュートラルに向けた農山漁村地域における再生可能エネルギー
の導入目標の策定のため、令和５年度が目標年度となっている農林漁業の健全な発展と調和のと
れた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（平成25年法律第81号）に基づく基本方
針の目標の見直しを行う。その際には、森林分野の導入目標も併せて示す。

令和５年度内の措
置を目指す

農林水産省 農山漁村再生可能エネルギー法基本方針に掲げる目標の取組状況やみどりの食料システム戦略
KPI2030年目標（令和４年６月決定）等を踏まえ、同法基本方針に掲げる目標の改定について検討
中。

農山漁村再生可能エネルギー法基本方針に掲げる目標の見直しについては、今国会に改正
案を提出している食料・農業・農村基本法に基づく新たな食料・農業・農村基本計画等の議論
を踏まえ、令和６年度内の目標設定を目指す。

検討中 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

71 エネル
ギー利用
の促進に
向け た、
食品リサイ
クル基本
方針の一
部改正

a 農林水産省は、次期食品リサイクル基本方針において、「エネルギー利用の推進」、「焼却・埋立
の削減目標」、更には「社員食堂等からの食品廃棄物の削減の重要性」等を明記する方向で検討
し、必要な措置を講ずる。
b 農林水産省は、「学校給食や社食を製造する施設」や「物流・倉庫業」等の食品関連事業者の者
以外の者について、実態を把握した上で、収集運搬の特例制度の適用を検討し、結論を得る。
c 農林水産省は、「登録再生利用事業者制度」について、過去１年間に特定肥飼料等の製造・販売
実績がない者も登録を受けることができるよう見直しを検討し、必要な措置を講ずる。

令和５年措置 農林水産省 a 令和６年２月28日に食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針（令和元年７月12日財
務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第１号）の一部を改正し、
「エネルギー利用の推進」、「焼却・埋立の削減目標」、更には「社員食堂等からの食品廃棄物の削
減の重要性」等を明記した。
b 「学校給食や社食を製造する施設」や「物流・倉庫業」等の食品関連事業者の者以外の者につい
て実態を把握し、令和５年度に食料・農業・農村政策審議会及び中央環境審議会において議論を
行ったところ、現行においても収集運搬の特例制度の活用が可能であるとの結論を得た。
c 令和６年２月28日に食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律に基づく再生利用事業を行
う者の登録に関する省令（平成13年農林水産省、経済産業省、環境省令第１号）の一部を改正し、
過去１年間に特定肥飼料等の製造・販売実績がない者も「登録再生利用事業者」としての登録を受
けることができるよう見直しを行った。

a～c 措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

72 非化石証
書に係るト
ラッキング
形式の改
善

ＦＩＴ証書及び非ＦＩＴ証書のトラッキングは、非化石証書の購入者に対し、希望する電源の属性状況
を約定後に後付けする形式を採用しているが、令和４年10月に「ＲＥ100」における再エネ調達手法な
どを定める技術要件が改訂され、再エネ調達の要件として、運転開始から15年以内であることが追
加された。これも踏まえ、再エネ価値取引市場及びエネルギー供給事業者によるエネルギー源の環
境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成21年法律第72号）に
基づく市場において以下の措置を講ずる。
a 稼働開始年月を需要家が選択して調達可能とするために必要な措置
b 入札の際にトラッキング情報として、電源種別及び産地情報を需要家が選択して調達可能とする
ために必要な措置

a：令和５年度上期
措置
b：令和５年度内を
目途に検討・結
論、結論を得次第
速やかに措置

経済産業省 a 再エネ価値取引市場及び高度化法義務達成市場において、運転開始から15年以内の設備を選
択して調達することを可能とした。

b 令和６年８月開催のオークションから、非化石価値の属性情報（電源種別及び産地情報）を選択し
て入札が可能となるように制度変更をした。

a、b 措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

73 太陽光発
電設備の
更新・増設
時のＦＩＴ・
ＦＩＰ価格に
係る見直
し

現状、太陽光発電設備の合計出力が３ｋＷ以上又は３％以上増加した場合、更新・増設部分だけ
でなく、既設部分も含めて最新のＦＩＴ調達価格・ＦＩＰ基準価格に変更されることとされているところ、更
新・増設を促すため、既設部分と更新・増設部分を切り分けて価格を設定すべく必要な措置を講ずる
とともに、当該更新・増設の内容を含む措置の適用条件の設定に当たっては、国民負担の増大の抑
制を前提に、合理的な基準となるよう必要な措置を講ずる。

令和５年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 太陽光パネルを更新・増設する際に、当初設備相当分は価格維持し、増出力分相当は十分に低い
価格を適用する措置を内容とする再エネ特措の改正を昨年６月に実施し、本年４月より運用を開始
した。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

74 小規模な
再生可能
エネル
ギー発電
設備に係
る情報の
地方公共
団体への
提供

地方公共団体が地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）において求められ
る再エネ利用促進の目標策定等に適切に対応するため、再エネ導入量の把握、再エネ導入目標の
策定及び進捗管理等に活用できるよう、ＦＩＴ以外の再エネに係る情報についても地方自治体に共有
することが重要であることから、
a 令和４年６月22日の電気事業法の改正により、10ｋＷ以上50ｋＷ未満の太陽電池発電設備及び
20ｋＷ未満の風力発電設備について、基礎情報の届出制度が創設されたが、この制度で収集した基
礎情報を基に都道府県・市町村ごとの小規模事業用電気工作物の合計出力について、適切に公表
する。
b 系統接続されている10ｋＷ未満の太陽光を含む発電設備の最大受電電力及び逆潮流量等につ
いて、都道府県・市区町村ごと、電源種別ごとに国で情報把握できるよう必要な措置を講ずる。
c bで把握した情報について、地方公共団体に適切に情報提供する。

a：令和７年度措置
b：措置済み
c：令和５年度措
置

経済産業省
環境省

a R7年度にHPにて当該情報を公表できるようにするため、データ抽出機能を実装するよう保安ネッ
トの改修を調整中。

b 2022年４月に電気関係報告規則第２条を改正し、様式第１２の４（市町村別発電年報）及び様式
第１２の５（市町村別需要年報）により一般送配電事業者、配電事業者及び特定送配電事業者から
経済産業大臣に対して、10kW未満の太陽光発電設備も含めて系統接続されている電源について、
各市区町村における電源種別ごとの最大受電電力、逆潮流量等を、2022年度実績分から報告する
こととして措置している（報告期限は翌年６月末）。

c 報告があった内容については、電力調査統計で、「市町村別発電・需要実績」の「6-(1) 市町村別
需要電力量」「6-(2) 市町村別逆潮流量」として公表している。また、当該公表内容について、地方公
共団体の地球温暖化対策における活用を促すため、環境省ホームページや地方環境事務所を通じ
ても、地方公共団体に対して周知を行った。

a 引き続きシステム構築に関して実装されるよう調整を継続する予定

b、c 措置済

未措置 継続F

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

75 地熱発電
事業の円
滑な実施
に向けた
制度の取
扱いの明
確化

地熱発電事業に係る独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構の債務保証制度について、ＦＩＴ
の一旦認定であっても採択可能であることを適切な文書等に明記して公表する。

措置済み 経済産業省 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構のHPにおいて、FIT/FIP制度の一旦認定を受けてい
る段階であっても申請を受け付ける場合がある旨を明記。

措置済 措置済 解決
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令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

76 「地域脱炭
素のため
の促進区
域設定等
に向けた
ハンドブッ
ク」におけ
る大規模
風力発電
施設に係
る保安林
に関する
記載の明
確化

「地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック」における、地球温暖化対策の推進に
関する法律に基づき都道府県が定める促進区域の設定に関する基準（以下「都道府県基準」とい
う。）の例示において、大規模風力発電施設に関して、促進区域に含めない区域の例として保安林の
記載がある。これはあくまで、都道府県基準の策定例を示したものであり、基準の具体的な内容は、
地域の自然的社会的条件に応じて、各都道府県において決定されるものである。一方で、都道府県
基準において、一律に保安林が促進区域の対象外であると解されることがないよう、分かりやすさの
観点から、当該ハンドブックに注意書きを記載する等の必要な措置を講ずる。

措置済み 環境省 2023年に公表した「地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック」において、都道府
県基準の例示については、あくまで例示であり、例示した区域を全国一律に制限する趣旨ではなく、
各地域の実情に応じて検討するよう、注意書きを記載している。
（参考URL）https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/sokushin_handbook_202303.pdf

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

77 風況観測
方法の改
善

浮体式の洋上風力の設置促進の前提として、フローティングライダーでの乱流強度計測を円滑に
実施することが重要であるところ、乱流強度計測技術も含めてフローティングライダーの精度検証及
び観測手法の確立に向けて必要な措置を講じ、その成果を公表する。

措置済み 経済産業省 乱流強度の計測やフローティングライダーの精度検証の方法等を含め、NEDOの研究開発事業の一
環として、日本における洋上の風況観測手法の確立に向け、観測機器を用いた現地実測を通じた観
測手法の検討・検証を実施。その成果物として、風況観測の実務者が参照するための「洋上風況観
測ガイドブック」を令和５年３月に策定し、NEDOホームページでも公表済。

今後の技術動向等を踏まえ、適時においてガイドブックの内容の更新を図るとともに、我が国
の風況観測手法の高度化に引き続き努めていく。

措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

78 送電線等
の道路占
用許可の
運用改善

一般的に占用の許可等の手続に際して道路占用に係る許可の判断に必要となる範囲を著しく超え
た過度な資料の提出を求めることや、他の占用申請者との不公平な取扱いを行うことは妥当ではな
いため、占用の許可等の手続に当たって適正な運用を行うよう、国及び地方公共団体の関係機関に
対して通知を発出する等の措置を講ずる。

措置済み 国土交通省 令和４年１０月に各地方整備局等に対して文書を発出済。
また、都道府県等に対しても文書を参考送付するとともに、都道府県から管内道路管理者（市町村）
宛てに通知の内容を共有してもらうよう依頼済。

措置済 措置済 解決

令
和
５
年
６
月
16
日

グ
リ
ー

ン

79 再生可能
エネル
ギーの促
進に係る、
地球温暖
化対策の
推進に関
する法律
上の公共
部門の率
先実行の
ＰＤＣＡの
改善

「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年10月22日公表）における2030年度の太陽
光発電の導入見込みにおいて、「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく政府実行計画等に
基づき、公共部門が率先して実行」することで6.0ＧＷ（以下「ＧＷ導入目標」という。）分の導入が見
込まれているが、環境省及びその他各府省庁は、ＧＷ導入目標の達成に向けたＰＤＣＡを回す仕組
みとして連絡会議を設置し、当該連絡会議を活用して、施設種別のｋＷベースでの2030年度の主に
太陽光発電による再生可能エネルギーの導入目標の策定・精緻化も含め、ＧＷ導入目標の着実な
達成に向けて適切に調整を行うなど必要な措置を講ずる。

令和５年上期措
置、以降順次措置

環境省
内閣官房
内閣府
宮内庁
警察庁
こども家庭庁
総務省
法務省
外務省
財務省
文部科学省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
国土交通省
防衛省
人事院
会計検査院※
※内閣から独立
した機関である
が、趣旨を踏ま
え、オブザー
バーとして参加
している。

【環境省】
太陽光発電の導入を始めとした公共部門の脱炭素化の取組を進めるため、2023年９月に「公共部門
等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」を立ち上げ、各府省庁で太陽光発電のkWベースでの
導入目標を策定するとともに、年度内に太陽光発電整備計画を作成すること、関係省庁において地
方公共団体の施設種別のｋWベースでの導入目標を策定する方針を取りまとめた。
2024年３月に第２回会議を開催し、各府省庁の太陽光発電の導入目標の精緻化や各府省庁が作成
した太陽光発電整備計画（案）の確認を行うとともに、関係省庁における地方公共団体の施設種別
のkWベースでの導入目標を取りまとめた。

【警察庁・こども家庭庁・総務省・文部科学省・厚生労働省・国土交通省】
太陽光発電の導入を始めとした公共部門の脱炭素化の取組を進めるために立ち上げられた「公共
部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」において、各府省庁における太陽光発電の導入
目標を策定し、その目標の達成に向けた太陽光発電整備計画を策定することとした。また、同会議
において、所管する地方公共団体の施設種別のkWベースでの導入目標を策定した。

【その他全府省庁】
太陽光発電の導入を始めとした公共部門の脱炭素化の取組を進めるために立ち上げられた「公共
部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」を通じ、各府省庁における太陽光発電の導入目
標を策定し、その目標の達成に必要な太陽光発電整備計画を策定することとした。

【全府省庁】
各府省庁において策定した太陽光発電整備計画に基づき太陽光発電設備の導入を行い、引き
続き「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」を通じ、ＧＷ導入目標の着実な
達成に向けて取り組む。

未措置 継続F
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

規制改革実施計画（令和４年６月７日閣議決定）

デジタル分野以外の横断的な取組

(1)多様でフェアな社会の実現に資する技術者等の資格要件の見直し
令
和
４
年
６
月
７
日

デ
ジ
タ
ル
分
野
以
外
の
横
断
的
な
取
組

4 ダム水路
主任技術
者に係る
実務経験
年数等の
見直し

a 経済産業省は、将来的な人材不足が懸念されるダム水路主任技術者の免状取得に当たり求めら
れている実務経験年数について、
①講習受講等による実務経験年数の短縮
②実務経験年数の対象業務の見直し
に係る検討を行い、必要な措置を講ずる。
b 経済産業省は、ダム水路主任技術者が統括管理できる事業場数の上限や到達時間の制限の見
直しの検討を行い、必要な措置を講ずる。

a①：令和４年上期
措置
a②：措置済み
b：令和４年度上期
措置

経済産業省 a① 業界や有識者の意見を踏まえながら検討を進めてきたが、現行の実務経験年数についても併
せて見直しする必要があり、令和5年3月31日に審議会に諮り、見直す旨結論を出した。審議会の結
論を踏まえ、ダム水路主任技術者免状の交付を受けるために必要な実務の経験について、各学歴・
学科の者が入職前に経験した学習内容を考慮し見直すとともに、経済産業大臣の登録を受けた講
習機関が行う講習を新設し、同講習を修了した者の実務経験の年数を短縮する制度を導入。（令和
5年9月29日施行）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2023/09/20230929-
1.html
a② 実施時期欄に記載のとおり措置済

b 令和4年6月22日に主任技術者制度の解釈及び運用（内規）の一部改正にて、被統括事業場が統
括事業場から２時間以内で到達できるところ以外のところにある場合については、被統括事業場の
保安管理業務を専ら担当する技術者として、被統括事業場の規模に応じた知識及び技能を有する
者を確保することとし、担当技術者が常時勤務する事務所が被統括事業場に２時間以内に到達でき
るところにあること等を要件に認めることとした。

a① 措置済
a② 措置済
b 措置済

措置済 解決

個別分野の取組

〈グリーン分野〉

(1)リチウムイオン蓄電池や急速充電器の普及拡大に向けた消防法の見直し
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

1 一定の安
全性を有
する車載
用リチウ
ムイオン
蓄電池に
係る、消
防法上の
危険物規
制の適用
の在り方
の検討

消防庁は、電気自動車分野で国際競争が激化する中、欧米での事業環境とイコールフッティングと
なることを目指し、国際規格を満たすなど一定の安全性を有する車載用リチウムイオン蓄電池に係
る危険物規制の適用の在り方について、海外の状況等との比較も含めて課題を洗い出し、その後速
やかに結論を得る。

令和４年度内に課
題を洗い出し、そ
の後速やかに結
論

総務省 令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「一定の安全性を有する車載用リチウムイオン蓄
電池に係る、消防法上の危険物規制の体系・適用の在り方の検討」の回答と同様の取組みを実施。

令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「一定の安全性を有する車載用リチウムイオ
ン蓄電池に係る、消防法上の危険物規制の体系・適用の在り方の検討」の回答と同様の取組
みを実施。

措置済 解決

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

2 車載用リ
チウムイ
オン蓄電
池を貯蔵
する屋内
貯蔵所の
床面積、
階数、軒
高等の制
限の見直
し

消防庁は、消防法（昭和23年法律第186号）の危険物規制の対象となる指定数量以上の車載用リチ
ウムイオン蓄電池を貯蔵する屋内貯蔵所に係る床面積（1,000m2以下）・階数（平屋建て）・軒高（６m
未満等）・非危険物貯蔵の禁止等の制限について、海外の法規制や保険等を調査した上で、欧米と
イコールフッティングな火災安全対策とする方向で検討し、速やかに結論を得て、必要な措置を講ず
る。

令和４年結論、結
論を得次第速や
かに措置

総務省 危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（令和５年政令第348号）、危険物の規制に関す
る規則の一部を改正する省令（令和５年総務省令第83号）及び危険物の規制に関する技術上の基
準の細目を定める告示の一部を改正する件（令和５年総務省告示第406号）を令和５年12月６日に
公布し、蓄電池により貯蔵される一定の危険物のみを貯蔵し、又は取り扱う屋内貯蔵所に係る位
置、構造、設備の技術上の基準等の規制について合理化を行った。

措置済 措置済 解決

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

4 定置用リ
チウムイ
オン蓄電
池設備を
屋外に設
置する場
合の保有
空地等の
緩和

消防庁は、消防法の危険物規制の対象となる、コンテナ又はキュービクルに収納された屋外設置の
一定数量以上のリチウムイオン蓄電池設備に関して、当該設備が出火及び類焼対策が規定されて
いるＪＩＳ規格等に準拠しており、かつ、消火困難性に応じた消火設備を設置する場合には、設備周
辺の保有空地の幅の規制緩和や設備間の離隔距離の撤廃等の措置を講ずる。

令和４年上期措置 総務省 危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令（令和５年総務省令第70号）及び危険物の規制
に関する技術上の基準の細目を定める告示の一部を改正する件（令和５年総務省告示第321号）を
令和５年９月19日に公布し、 蓄電池設備以外では危険物を取り扱わない一般取扱所で、危険物を
取り扱う設備を屋外に設けるものについて、保有空地等に関する規制を適用しないこととした。

措置済 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

(2)路面太陽光発電を含めた道路・都市公園における再生可能エネルギー導入の促進
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

9 道路にお
ける再生
可能エネ
ルギー導
入目標の
策定

a 国土交通省は、道路においてトンネルや無線中継局の付近等に太陽光発電設備を試験的に導
入し、導入済みの箇所及び試験的に設置した太陽光発電設備における課題を確認し、道路における
太陽光発電設備設置のための技術指針を策定する。
b 国土交通省は、道路における再生可能エネルギーの導入に有効・有用な技術・手法や設置に係
る条件が明確となった段階において、2030年度及び2050年度における道路での再生可能エネル
ギーの導入目標を策定する。

a：（試験導入）令
和４年度措置、
（技術指針策定）
令和４年度から検
討を開始し、速や
かに措置
b：技術指針を策
定した後、速やか
に措置

国土交通省 a 道路利用者の安全確保や道路管理等の観点から、設置場所の考え方や留意点について解説し
た「道路における太陽光発電設備の設置に関する技術面の考え方」を令和５年３月に策定済み。

b 各道路管理者に対し、「道路における太陽光発電設備の設置に関する技術面の考え方」に基づ
いた導入目標に関する調査を実施した。

a 措置済

b 今後、災害等の要因で未回答の地方公共団体を含め、調査結果をとりまとめ、回答内容の
精査を行ったうえで公表予定。

検討中 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

10 路面太陽
光発電の
車道（公
道）にお
ける設置
に向けた
規制見直
し

a 国土交通省は、路面太陽光発電の車道（公道）における設置に向けて、公募により設置者を募っ
て試行し、課題を確認するための技術公募を実施する。
b 国土交通省は、道の駅や車道（公道）での活用を想定し、屋外環境での性能確認試験を行い、課
題を確認した上で、活用可能な技術を踏まえて、技術基準の策定や法制度の改正を検討し、必要な
措置を講ずる。

a：令和４年度措置
b：技術公募・実証
の結果を踏まえ、
結論を得次第速
やかに措置

国土交通省 a 路面太陽光発電技術の公募要領を検討（要求性能等）し、令和５年３月６日に技術公募を開始し
た。

b 現在、選定された６件の技術について性能確認試験を実施中。

a 措置済

b 性能確認試験の結果を踏まえ、現場設置の課題をとりまとめた上で、技術基準の策定や法
制度の改正など必要な措置について検討予定。

検討中 継続F

(3)バイオマス発電等の拡大に向けた廃棄物・リサイクル関連法制の在り方
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

18 エネル
ギー利用
の促進に
向けた、
食品リサ
イクル基
本方針の
一部改正

a 農林水産省は、次期食品リサイクル基本方針において、「エネルギー利用の推進」、「焼却・埋立
の削減目標」、更には「社員食堂等からの食品廃棄物の削減の重要性」等を明記する方向で検討
し、必要な措置を講ずる。
b 農林水産省は、「学校給食や社食を製造する施設」や「物流・倉庫業」等の食品関連事業者の者
以外の者について、実態を把握した上で、収集運搬の特例制度の適用を検討し、結論を得る。
c 農林水産省は、「登録再生利用事業者制度」について、過去１年間に特定肥飼料等の製造・販売
実績がない者も登録を受けることができるよう見直しを検討し、必要な措置を講ずる。

令和４年度上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

農林水産省 a 令和６年２月28日に食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針（令和元年７月12日財
務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第１号）の一部を改正し、
「エネルギー利用の推進」、「焼却・埋立の削減目標」、更には「社員食堂等からの食品廃棄物の削
減の重要性」等を明記した。
b 「学校給食や社食を製造する施設」や「物流・倉庫業」等の食品関連事業者の者以外の者につい
て実態を把握し、令和５年度に食料・農業・農村政策審議会及び中央環境審議会において議論を
行ったところ、現行においても収集運搬の特例制度の活用が可能であるとの結論を得た。
c 令和６年２月28日に食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律に基づく再生利用事業を行
う者の登録に関する省令（平成13年農林水産省、経済産業省、環境省令第１号）の一部を改正し、
過去１年間に特定肥飼料等の製造・販売実績がない者も「登録再生利用事業者」としての登録を受
けることができるよう見直しを行った。

措置済 措置済 解決

(4)洋上風力発電等の導入拡大に向けた規制・制度の在り方
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

19 日本版セ
ントラル
方式の確
立

a 令和４年度までの実証事業の結果も踏まえて、初期段階から政府や地方公共団体が関与し、より
迅速かつ効率的に風況・海底地盤等の初期調査、適時に系統確保等を行う仕組み（日本版セントラ
ル方式）を確立し、政府や政府に準ずる特定の主体等による初期段階の調査を開始した上で、同方
式を前提とした事業者公募を実施する。
b 環境アセスメント制度について、立地や環境影響などの洋上風力発電の特性を踏まえた最適な
在り方を、関係府省、地方公共団体、事業者等の連携の下検討する。

a：令和５年度から
調査開始、事業者
公募は令和７年度
内を目指す
b：令和４年度から
検討開始し、速や
かに結論を得る

経済産業省
国土交通省
農林水産省
環境省

a 日本における「セントラル方式」について、国の審議会（※）における制度検討の議論を経て、「洋
上風力発電に係るセントラル方式の運用方針」及び「セントラル方式としてJOGMECが実施するサイ
ト調査の基本仕様」の案をとりまとめるなど、セントラル方式の骨格について確立済。また、JOGMEC
法を改正し、JOGMECの業務に洋上風力に関する風況や地質構造に関する調査を追加するととも
に、令和５年度から北海道３区域（岩宇・南後志地区沖、島牧沖、檜山沖）を対象にサイト調査を開
始。
（※）「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再
生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 洋上風力促進ワーキンググループ」
「交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会」 合同会議

b 立地や環境影響などの洋上風力発電の特性を踏まえた最適な環境アセスメント制度の在り方に
ついて、令和4年度に関係省庁とともに検討を行い、新たな環境影響評価制度の方向性を取りまとめ
た。令和４年度に取りまとめた新たな制度の方向性に基づき、令和５年５月から「洋上風力発電の環
境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会」において、最適な制度の在り方について具体的な
検討が行われ、令和５年８月に報告書を取りまとめた。その後、当該報告書も踏まえ、令和５年９月、
環境大臣から中央環境審議会に対し、風力発電事業に係る環境影響評価の在り方について諮問が
なされ、当該諮問に対する一次答申において、洋上風力発電事業（排他的経済水域で実施されるも
のも含む。）に係る適正な環境配慮を確保するための新たな制度の在り方が令和６年３月に示され
た。この結論を踏まえ、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関す
る法律の一部を改正する法律案」を令和６年３月に閣議決定し、第213回国会に提出した。

a セントラル方式の運用状況を踏まえ、適時において必要な見直し等を実施していくとともに、
引き続きJOGMECによる調査を実施していく。

b  令和６年３月に第213回国会に提出された「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係
る海域の利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案」を踏まえ、新制度に関する具体
的な運用等の検討を進める。

未措置 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

21 排他的経
済水域
（ＥＥ
Ｚ）にお
ける浮体
式洋上風
力発電の
推進等

内閣府（総合海洋政策推進事務局）は、 令和５年に閣議決定を予定している「第４期海洋基本計画」
において、排他的経済水域における浮体式洋上風力発電の導入促進に向けた方策の在り方につい
て明確に位置付けることを検討し、結論を得て、必要な措置を講ずる。

令和５年検討・結
論・措置

内閣府 第４期海洋基本計画（令和５年４月28日閣議決定）において、関係省庁と連携して、「洋上風力発電
のEEZへの拡大を実現するため、国連海洋法条約との整合性についての整理を踏まえつつ、法整備
を始めとする環境整備を進める」旨が明記された。
【参考】第４期海洋基本計画（令和５年４月28日閣議決定）
第２部５．（２）ア①洋上風力発電 (P61)
https://www.cao.go.jp/press/new_wave/20230526.html

左記の通り措置済みであり、また、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の
利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案」を令和６年３月に閣議決定し、第213回国
会に提出済み。

措置済 解決
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(5)国や地方公共団体が所有する公共施設における再生可能エネルギーの推進
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

30 a 来年度も引き続き導入実績・導入見通しの把握及び各府省への共有に努める。

b 引き続き「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」を通じ、ＧＷ導入目標の
着実な達成に向けて取り組む。

【環境省】
c 引き続き、地方公共団体に向けた財政支援等を行う。

【警察庁】
c 引き続き助言や情報提供を行う。

【総務省】
c 引き続き関係省庁と連携し適宜対応する。

【文部科学省】
c 引き続き財政支援や助言、情報提供等を行う。

【厚生労働省】
c 左記のとおり、可能な範囲で支援や助言、情報提供等を実施してまいりたい。

【国土交通省】
c 引き続き整備に対する支援や情報提供を行う。

d 2023年度に調査した独立行政法人等の計画策定状況及びｋＷベースの導入実績につい
て、公開に向けた調整を行う。

e 来年度も引き続き導入実績・導入見通しの把握等に努める。

未措置 継続F再生可能
エネル
ギーの促
進に係
る、地球
温暖化対
策の推進
に関する
法律上の
公共部門
の率先実
行のＰＤ
ＣＡの改
善

「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」（令和３年10月22日公表）における2030年度の太陽
光発電の導入見込みにおいて、「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）に
基づく政府実行計画等に基づき、公共部門が率先して実行」することで6.0ＧＷ（以下「ＧＷ導入目標」
という。）分の導入が見込まれているが、その達成に向けて着実にＰＤＣＡを回していくために、以下
の措置を講ずる。
a 環境省は、各府省及び地方公共団体に対して行うフォローアップ調査や施行状況調査等を通じ
て、施設の種別等に応じて太陽光発電のｋＷベースでの導入実績及び2030年度の導入見通しの把
握を実施する。また、把握した地方公共団体の施設種別の導入実績・導入見通しは、各府省に共有
する。
b 環境省及びその他各府省は、aにおいて把握した国及び地方公共団体における導入見通しの総
計とＧＷ導入目標との整合性を踏まえて、施設種別に、ｋＷベースでの2030年度の主に太陽光発電
による再生可能エネルギーの導入目標を策定し、ＧＷ導入目標の達成に向けたＰＤＣＡを回す仕組
みを構築する。
c 関係府省は、所管する行政分野に関する事務を担当する地方公共団体の各部局に対して、地方
公共団体が所有する公共施設（敷地を含む）において主に太陽光発電による再生可能エネルギー
の導入が進むよう支援や助言、情報提供等を実施する。
d 環境省は、各府省に対して行うフォローアップ調査等を通じて、各府省が把握するよう努めた独立
行政法人等の計画策定状況及びｋＷベースの導入実績について取りまとめ、その状況を公表する。
また、地方公共団体実行計画策定・実施マニュアルに「国・地方公共団体以外の公的機関の率先実
行の促進」に関する記載を追加しており、さらに、施行状況調査に地方独立行政法人の計画策定等
に関する設問を追加し、結果を取りまとめて公表する。
e 環境省は、低炭素社会実行計画等を策定している特殊法人であったとしても、当該法人が策定す
る同計画に、政府実行計画に定められた各種目標が内包されていない場合には、政府実行計画に
準じた計画の策定を当該特殊法人に促すとともに、政府実行計画に準じた計画の策定が適当でな
い場合はその理由を把握する等の取組を各府省に対して依頼する。

a：令和４年度措
置、以降毎年度実
施
b：aを踏まえて、
令和５年上期措置
c:順次措置
d：令和５年上期措
置
e：令和４年度措
置

a:環境省
b:環境省
その他全府省
庁
c:警察庁
総務省（消防
庁）
文部科学省
厚生労働省
国土交通省
環境省
d：環境省
e：環境省

a 政府実行計画のフォローアップ調査及び地方公共団体の施行状況調査を通じ、施設の種別等に
応じて太陽光発電のｋＷベースでの導入実績及び2030年度の導入見通しを把握し、結果を各府省
へ共有した。

b ＧＷ導入目標の達成に向けたＰＤＣＡを回す仕組みとして2023年９月に「公共部門等の脱炭素化
に関する関係府省庁連絡会議」を立ち上げ、各府省庁におけるｋＷベースでの導入目標を策定する
とともに、関係府省庁における地方公共団体の施設種別のｋＷベースでの導入目標を策定した。（環
境省、その他全府省庁）

【環境省】
c 地方公共団体向けに下記の通り財政支援等を行った。
・地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業（公共施設等への太
陽光発電設備等の導入調査支援）
・地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推
進事業
・地域脱炭素の推進のための交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行
加速化交付金）
・PPA等の第三者所有による太陽光発電設備導入の手引き・事例等の紹介
・太陽光発電設置可能性簡易判定ツールの提供
・地方公共団体施設の行政所管の省庁連名での、地方公共団体における太陽光発電設備の導入に
関する通知

【警察庁】
c 都道府県警察に対して、令和５年９月に設置された「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁
連絡会議」や太陽光発電の導入目標の概要等について情報提供を行った。

【総務省】
c 「公共部門等の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議」の決定の下、地方公共団体の消防施設
所管部局に対して、消防施設における太陽光発電設備の導入が進むよう情報提供等を行った。

【文部科学省】
c 再生可能エネルギー設備等の設置に対する財政支援を行っている。またセミナー等において情
報提供等を行った。

【厚生労働省】
c 令和４年度においては、新型コロナウイルス感染症への対応等、緊急性や重要度の高い業務へ
の対応を優先せざるを得ず、地方公共団体との会議や通知等の機会についても、こうした業務に関
連する支援、助言、情報提供等にリソースを割いてきた。今後は、感染症対応の状況等も踏まえつ
つ、地方公共団体が所有する公共施設において主に太陽光発電による再生可能エネルギーの導入
が進むよう、可能な範囲で支援や助言、情報提供等を実施してまいりたい。

【国土交通省】
c 公営住宅について、新設の場合は原則として太陽光発電設備を設置するよう公営住宅等整備基
準を改正（公営住宅等整備基準について（技術的助言）の一部改正について（令和４年４月１日付国
住備第511号））するとともに、令和４年度予算において公営住宅等整備事業等の補助限度額を拡充
した。
また、既存の公営住宅については、公的主体の積極的な取組みを推進するため、令和４年度予算に
より、再生可能エネルギー設備工事を補助対象に追加するとともに、モデル的な省エネ改修を支援
する事業を創設した。

d 各府省が把握するよう努めた独立行政法人等の計画策定状況及びkWベースの導入実績につい
て取りまとめて公表した。また、地方公共団体の施行状況調査において地方独立行政法人の計画策
定等に係る設問を追加し、結果を取りまとめて公表した。

e 特殊法人について、政府実行計画に準じた計画の策定状況や策定していない場合の理由を把握
し、計画の策定を促した。
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(6)グループ内外無差別的な電力取引の担保策等
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

33 内外無差
別な電力
卸売の実
効性の確
保等

スポット価格高騰問題に関する議論を踏まえ、電力システムの基盤となる競争環境を整備する観点
から、支配的事業者の発電・小売事業の在り方、具体的には、旧一般電気事業者の内外無差別的
な卸売の実効性を高め、グループ内取引の透明性を確保するためのあらゆる課題を検討することが
重要。こうした観点から、経済産業省は、１)内外無差別な交渉機会の確保、２)内外無差別な卸条件
の確保、３)内外無差別な卸売を担保する体制の確保について、以下の取組を求め、今後、その進
捗状況を確認するとともに、その他の課題（売り入札の体制、会計分離、発販分離等）についても検
討していく。
１) まずは、令和５年度当初からの通年契約について、相対契約の交渉機会を内外無差別に均等に
確保するため、旧一般電気事業者各社において、相対卸売の交渉スケジュールを、卸売を希望する
事業者に内外無差別に明示する。また、社内・グループ内小売も含め卸売を希望する事業者との交
渉を同じ時期に進める。更に、他社との相対取引と比較可能な形で、旧一般電気事業者の社内取引
の条件を定めた文書を整備する。経済産業省は、交渉スケジュールが把握できる資料の提出を求
め、実施状況を確認する。
２) 契約条件が内外無差別に提供されることを担保するため、旧一般電気事業者各社において通年
契約の卸標準メニュー（原則として、少なくとも通告変更権付きのもの、通告変更権のないものを１つ
ずつ）を作成し、それぞれの具体的条件（通告変更の幅・タイミングなどオプションの詳細等）を設定・
公表した上で、当該卸標準メニューに沿って取引交渉を実施する。経済産業省は、卸標準メニューと
実績との乖離を確認する。
３) 発電・小売部門間の情報遮断の更なる徹底に向けて、旧一般電気事業者各社において、情報遮
断に関する社内の規程を整備する。旧一般電気事業者各社の社内取引について、社外契約と比較
可能な粒度で、社内取引の条件を定めた文書を作成する。経済産業省は、上記に加えて、卸取引を
担当する部門の組織上の位置付け等についても確認する。

令和４年度以降順
次措置

経済産業省 第75回制度設計専門会合（令和４年7月26日開催）において、旧一般電気事業者各社のコミットメン
トにかかる取組状況等（令和４年度受渡し分）を報告し、その進捗が確認された。具体的には、各社
の内外無差別な取組の進捗として、体制面ではカンパニー制を導入した事業者が存在することを確
認した。また、オプション価値に関しては、計6社が社内外・グループ内外で同等の最終通告期限を
設定し、計4社が社内外・グループ内外で同等の通告変更量のアローアンスを設定したことを確認し
た。一方で、交渉スケジュールに関しては、社内・グループ内取引の協議より社外・グループ外取引
の協議が遅い事例を確認したため、改善を求めた。

第79回制度設計専門会合（令和４年11月25日開催）においては、旧一般電気事業者各社の令和５
年度卸売に向けた取組状況を中心に報告し、その進捗が確認された。具体的には、①交渉スケ
ジュールに関して、7社がHPにて公表したことを確認した。②卸標準メニューについて、10社がHPに
て公表したことを確認した。③情報遮断に関して、発電・小売が一体の旧一般電気事業者全8社で情
報遮断に関する社内規程が整備されていることを確認した。令和５年度向けの卸交渉について、多く
の事業者が内外無差別な卸売の実効性確保に向け、新たな取組を開始していること、特に、自社小
売も参加する形の入札制やブローカー制といった非常に透明性の高いスキームを採用した事業者も
現れていることについて、内外無差別の観点から評価がなされた。

令和5年度もフォローアップを実施し、第86回制度設計専門会合（令和5年6月27日開催）及び第91回
制度設計専門会合（令和5年11月27日開催）において結果を報告し、北海道エリア・沖縄エリアにつ
いては、内外無差別性が担保されていると評価した。また、実効性確保に向けて、評価に基づくさら
なる取組を求めた。

旧一般電気事業者各社のコミットメントの実施状況について引き続き定期的なフォローアップを
行う。また、フォローアップ結果を踏まえて、引き続き必要な対応を検討していく。

未措置 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

34 卸電力市
場におけ
る旧一般
電気事業
者の自主
的取組の
ガイドラ
インへの
位置付け

a スポット価格高騰問題に関する議論を踏まえ、卸電力市場に係る旧一般電気事業者の自主的取
組の改善（余剰電力の限界費用ベースでの全量市場供出のガイドラインへの位置付け）を実施す
る。
b さらに、卸電力取引所における取引の活性化に向けた方策について、あらゆる可能性を排除せず
に引き続き検討する。

a：令和４年度中を
目途に結論を得る
ことを目指し、結
論を得次第速や
かに措置
b：令和４年度以降
順次検討

経済産業省 a 第72回制度設計専門会合（令和４年４月21日開催）及び第73回制度設計専門会合（同年５月31
日）において、余剰電力の限界費用ベースでの全量市場供出を全事業者における望ましい行為とし
てガイドラインに位置づけるとともに、事前的措置として、市場支配力を有する可能性の高い事業者
が合理的な理由なくこれに反する場合には、相場操縦行為をより強く推認させる一要素と評価される
こととされた。また、事前的措置の対象となる事業者の範囲、及び、余剰電力の限界費用ベースでの
全量市場供出についての基準も併せて整理された。
これを踏まえ、第377回電力・ガス取引監視等委員会（令和４年７月22日開催）において承認の上、
同日、旧一般電気事業者による自主的取組の位置付け明確化のため、「適正な電力取引について
の指針」の改定を経済産業大臣に建議した。
これに基づき、「適正な電力取引についての指針」の令和４年11月14日改定にて、余剰全量の限界
費用ベースでの全量市場供出を「望ましい行為」として位置づけた。
また、事前的措置の対象となる「市場支配力を有する可能性の高い事業者」を判定した結果につい
て、事前的措置の対象となる「市場支配力を有する可能性の高い事業者」を判定した結果について、
第79回制度設計専門会合（令和４年11月25日開催）において結果を報告した。

b 調整力として確保された電源を有効活用する観点から、３次②のうち実需給断面で活用されない
電源について卸電力市場（時間前市場）に供出することを一般送配電事業者に求め、令和5年10月
から沖縄エリアを除く全エリアで売り入札を開始。第92回制度設計専門会合（令和5年12月26日開
催）において、卸電力市場の活性化に一定程度寄与していることが確認された。

措置済。改定後のガイドラインに基づき、厳格な監視を行う。 措置済 フォロー終了

(7)ディマンドレスポンス等の普及拡大に向けた制度見直し
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

37 容量市場
における
発動指令
電源の調
達量上限
の見直し
等

a 経済産業省は、容量市場のメインオークションにおいて、発動指令電源の調達量上限（Ｈ３需要の
３％）が設定されているところ、調達量上限の在り方について、上限の撤廃も選択肢に含めて検討を
行い、必要な措置を講ずる。
b 経済産業省は、容量市場において、実需給年度の至近まで、稼働を見通せない電源等にも取引
の機会を与えるため、１年前に実施される追加オークションの在り方について検討を行い、必要な措
置を講ずる。
c 経済産業省は、容量市場のオークションにおいて、発動指令電源の同一価格の応札が複数存在
し、調達量上限を超過した場合、現行制度ではランダム約定処理されるところ、按分処理を含めた他
の約定方法についても検討を行い、必要な措置を講ずる。

令和４年上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 a 2021年度の検討では発動指令電源の募集量について上限を3%から4%に引き上げを実施。また、
2022年度の検討では上限の撤廃も選択肢に含めて検討を行ったうえで、想定導入量の上限を5％に
設定。

b 2021年度（2025年度実需給）以降のメインオークションにおいて、H3需要の2%分をメインオーク
ションの調達量から減少させた上で、追加オークションで調達するオークションの2段階化を実施。

c 2022年度の検討において「案1）現行の調達方法とする案」「案2）調達容量を按分して約定する
案」「案3）応札前に確保しているリソースを優先的に約定する案（電源等リストの確定部分を優先）」
が議論された。案2については、今後のリソース獲得を見込んで応札する事業者にとってはメリットが
あるものの、按分を前提に過大な応札を誘発するおそれがある。案3については落札した容量が調
達される確度が高まるというメリットがあるものの、新規参入を阻害するおそれがある点への対応が
課題であると考えられる。また、初回の実効性テストにおける電源等リストの提出では、リスト未提出
の案件が複数あったため、応札前に確保しているとみなすリソースについても慎重に見極める必要
があった。以上を踏まえ、約定方法については今後のオークションの結果と実効性テストの結果を踏
まえながら検討していくこととし、当面案1を採用することとした。

a、b 措置済

c 現時点では複数の選択肢を検討した上で、現行の調達方法を継続している。約定方法の見
直しは、今後のオークションと実効性テストの結果を踏まえて検討することになっている。2022
年度に開催された2026年度実需給向けメインオークション、及び2023年度に開催された2027
年度実需給向けメインオークションでは発動指令電源の応札量が上限に達しておらず、現状は
案1から調達方法を変更する必要性は高まっていない。

措置済 フォロー終了

34



措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

38 容量市場
における
発動指令
電源の電
源等登録
期限の見
直し等

経済産業省は、諸外国とは異なり、容量市場における発動指令電源は、落札後18か月以内に電源
等を登録する必要があるところ、
a 落札後容量提供開始年度（43か月）までに登録をする安定電源と同様の期限とすることも選択肢
に含めて検討し、必要な措置を講ずる。
b 電源等リストの提出から実効性テストまでの期間について、運用状況を踏まえ、手続期間を短縮
していく方向で検討を行い、必要な措置を講ずる。

a：令和５年上期目
途での結論を目
指す、結論を得次
第速やかに措置
b：令和４年度内を
目途に検討・結
論、結論を得次第
速やかに措置

経済産業省 a 発動指令電源は、応札時には電源等登録を必ずしもすべて行わず、リソースの獲得見込みを含
めたビジネスプランによる応札を許容するため、実需給の2年度前に行われる実効性テストにより供
給力を提供できることを確認する必要があると整理されている。発動指令電源の供給力の実効性を
確認すること自体は必須であることから、本要望はできるだけ実需給断面に近いタイミングで電源等
登録を行えるようにするため、手続き期間を短縮しようとする課題に帰結し、電源等リストの提出時
の不備等の確認に事業者が要する期間や、実効性テストの結果を踏まえて措置を検討する必要が
ある。現状、事業者との発動実績の確認プロセスに一定の時間を要している。なお、発動指令電源
以外の参加電源（安定電源や変動電源等）は、応札前に電源等登録時に証憑による審査を実施し
ており、電源等の登録時期は落札後提供開始年度（43ヶ月）ではない。

b 電源等リスト登録の期間は不備等の確認のために一定期間設定されている。初回である実需給
2024年度の実効性テストについて、書類の不備やリソース登録情報の事業者間重複などが多く確認
された。引き続き、事業者との発動実績の確認プロセスに一定の時間を要している。

a 2025年度以降の実需給向けの実効性テストにおいて提出された電源リストの不備の状況
や、事業者がその確認等に要する期間も踏まえ、手続き等の在り方について検討を行う方向
性。

b 2025年度以降の実需給向けの実効性テストにおいて提出された電源リストの不備の状況
や、事業者がその確認等に要する期間も踏まえ、手続きの在り方について検討を行う方向性。

検討中 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

39 容量市場
における
１地点複
数電源の
応札可能
化

経済産業省は、容量市場において、「1地点複数電源区分（安定電源と発動指令電源の組合せ等）」
の応札は認められていないところ、
a 安定電源と発動指令電源の組合せについて、１地点複数応札を可能とする方向で検討を行い、必
要な措置を講ずる。
b 変動電源と発動指令電源の組合せについて、各電源から供給した分を区分計量できる場合の、容
量市場のリクワイアメント及びその確認方法について技術的な実現可能性を確認しながら検討を行
い、必要な措置を講ずる。

a：令和４年上期検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置
b：令和４年内を目
途に検討・結論、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 a 安定電源と発動指令電源の組合せについて、2022年度（対象実需給年度：2026年度）以降のメイ
ンオークションにおいて、１地点複数応札が可能となった。
（参考）容量市場の概要について
https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/202206_youryou_gaiyousetsumei.pdf#page=24

b 変動電源と発動指令電源の組合せのうち、まずは当初要望内容(※1)にあったFIP電源に併設さ
れる蓄電池からの放電にかかるFIPプレミアム交付対象となる電気の量の観念の方法(※2)につい
て、資源エネルギー庁及び電力広域的運営推進機関で検討が進められた。一方、本整理はFIPプレ
ミアム交付対象となる電気の量の観念の方法であり、区分計量方法の整理とは異なる（例えば、30
分ごとの値を把握できない）。
(※1)第19回 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース 資料7-3
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/conference/energy/20220221/220221energy13.pdf#page=5
(※2)第58回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/058_01_00.pdf#page=35

a 措置済
b FIP電源と併設された蓄電池について各電源から供給した電力量を区分計量できないため、
蓄電池の期待容量に対する容量市場でのアセスメントができない状況。各電源からの区分計
量が可能となる場合、必要に応じて検討を進める。

検討中 フォロー終了

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

40 需給調整
市場にお
ける系統
側蓄電
池、需要
側蓄電池
が参加可
能な超高
速商品の
設計

経済産業省は、変動性再エネの増加や火力電源の退出等によって慣性力の必要性が高まってくる
ことが想定されるところ、慣性力の必要量の検討、技術課題の整理、費用対効果の算定等の結果や
蓄電池の応答性を踏まえ、活用の仕組みの検討を行い、必要な措置を講ずる。

需給調整市場の
商品が出そろう令
和６年度末までの
検討状況を踏ま
え、速やかに結論

経済産業省 変動性再エネの増加や火力電源の退出、連系線の整備状況等によって慣性力の必要性が高まるこ
とが想定されることを踏まえ、慣性力の必要量や費用対効果の算定、蓄電池の活用の仕組みの検
討等を進めた。

引き続き、慣性力の必要量の検討、技術課題の整理、費用対効果の算定等の結果や蓄電池
の応答性を踏まえ、活用の仕組みの検討を行う。

検討中 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

41 調整力公
募や需給
調整市場
における
計量方法

経済産業省は、調整力公募や需給調整市場にディマンドレスポンスで参画する場合、現状は需要家
の引込み地点（受電点）で計量及びベースライン設定を行うこととなっているところ、受電点より下部
のメータで計量及びベースライン設定を行うことを認める場合、需要家内での不正行為の防止策の
策定やそれに関わる一般送配電事業者の業務負荷の増加への対応が必要なことから、コスト・ベネ
フィットの評価を含め、その実現可否の検討を行い、結論を得る。

令和４年度結論、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 受電点より下部のメータで計量及びベースライン設定を行うことを可能とするため、ネガワット調整金
の取り扱いや群管理の手法、DR時のインバランス算定・処理方法、不正防止策などの整理を行い、
令和8年度より需給調整市場における機器個別計量を実施することとした。

措置済 未措置 フォロー終了

(9)電気事業法等に係る保安・安全規制等の見直し
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

48 電気保安
規制の主
任技術者
制度に係
る見直し
の検討

経済産業省は、電気主任技術者制度において、２時間以内の到着要件や監督可能な事業場数な
ど、一律に求められている現行規制の趣旨・目的や規制の科学的根拠・合理性について、諸外国の
規制との比較や保険制度の適用等も含めて調査し、審議会での議論をもとに、結論を得て、必要な
規制見直しを実施する。

令和４年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「電気保安規制の主任技術者制度に係る見直しの
検討」及び「主任技術者制度における２時間以内の到着要件に係る規制の見直しの検討」の回答と
同様の取組を実施。

令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「電気保安規制の主任技術者制度に係る見
直しの検討」及び「主任技術者制度における２時間以内の到着要件に係る規制の見直しの検
討」の回答と同様の取組を実施。

未措置 フォロー終了

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

50 外部委託
の対象と
なる電
圧・出力
規模の拡
大

経済産業省は、外部委託の対象となる電圧・出力を特別高圧で系統連系する設備まで拡大すること
に関して、諸外国の規制・制度等を調査した上で、我が国の電気保安規制の制度趣旨も踏まえつつ
検討し、必要な措置を講ずる。

令和４年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「外部委託の対象となる電圧・出力規模の拡大」の
回答と同様の取組を実施。

令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「外部委託の対象となる電圧・出力規模の拡
大」の回答と同様の取組を実施。

未措置 フォロー終了
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

51 外部委託
制度にお
ける月
次・年次
点検周期
や換算係
数・圧縮
係数の見
直し

a 経済産業省は、自家用電気工作物の電気主任技術者を外部委託する場合、告示等にて点検頻
度（例：月次点検を１月に１回以上実施、年次点検を１年に１回以上実施など）を定めているところ、
スマート保安技術を実装し、高い保安レベルを確保している事業者に対する点検頻度の検討を行
い、必要な措置を講ずる。
b 経済産業省は、「スマート保安プロモーション委員会」等を活用してスマート保安技術等を実装し
保安レベルが確保されるか否かを確認した上で、随時換算係数・圧縮係数の見直しを併せて行う。

令和４年度検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「外部委託制度における月次・年次点検周期や換
算係数・圧縮係数の見直し」の回答と同様の取組を実施。

令和５年６月16日閣議決定規制改革実施計画の「外部委託制度における月次・年次点検周期
や換算係数・圧縮係数の見直し」の回答と同様の取組を実施。

未措置 フォロー終了

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

53 ダム水路
主任技術
者に係る
実務経験
年数等の
見直し
【再掲】

a 経済産業省は、将来的な人材不足が懸念されるダム水路主任技術者の免状取得に当たり求めら
れている実務経験年数について、
①講習受講等による実務経験年数の短縮
②実務経験年数の対象業務の見直し
に係る検討を行い、必要な措置を講ずる。
b 経済産業省は、ダム水路主任技術者が統括管理できる事業場数の上限や到達時間の制限の見
直しの検討を行い、必要な措置を講ずる。

a①：令和４年上期
措置
a②：措置済み
b：令和４年度上期
措置

a,b：経済産業
省

令和４年６月７日閣議決定規制改革実施計画の「ダム水路主任技術者に係る実務経験年数等の見
直し」の回答と同様の取組を実施。

令和４年６月７日閣議決定規制改革実施計画の「ダム水路主任技術者に係る実務経験年数等
の見直し」の回答と同様の取組を実施。

措置済 解決

(10)住宅・建築物分野におけるエネルギー性能の向上に向けた規制・制度の在り方
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

55 省エネル
ギー基準
の適合義
務化・基
準強化

a 国土交通省は、省エネルギー基準適合義務化の対象外である住宅及び小規模建築物の省エネ
ルギー基準への適合を2025年度までに義務化する。
b 国土交通省及び経済産業省は、2030年度以降新築される住宅・建築物について、ＺＥＨ・ＺＥＢ基
準の水準の省エネルギー性能の確保を目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引上
げ、省エネルギー基準の段階的な水準の引上げを実施する。

a：今期通常国会
に法案を提出した
ことをもって措置
済み
b：左記目標と整
合的に措置

a：国土交通省
b：国土交通省
経済産業省

a 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部
を改正する法律（令和4年法律第69号）により、住宅及び小規模建築物を含む原則全ての新築建築
物に建築物エネルギー消費性能基準への適合を義務付けることとした（令和７年施行予定）。

b 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令和4年経済産業省・
国土交通省令第1号）により建築物エネルギー消費性能誘導基準をZEH・ZEB基準の水準へと引上
げる等の改正を行った（令和4年10月1日施行）。また、建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令の一部を改正する省令（令和4年経済産業省・国土交通省令第3号）において大規模非住宅建
築物に係る建築物エネルギー消費性能基準を引上げることとした（令和6年4月1日施行）。

a 措置済

b 引き続き、住宅トップランナー基準の引上げや建築物エネルギー消費性能基準の段階的な
水準の引上げを実施していく。

未措置 継続F

(11)その他
令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

60 農山漁村
地域にお
ける再生
可能エネ
ルギーの
導入目標
の設定

農林水産省は、2050年カーボンニュートラルに向けた農山漁村地域における再生可能エネルギー
の導入目標を策定する。その際には、森林分野の導入目標も併せて示す。

令和４年度内の措
置を目指す

農林水産省 農山漁村地域における再生可能エネルギーの導入目標の設定については、再生可能エネルギー等
に関する規制等の総点検タスクフォースでの議論や、近年の農山漁村における再生可能エネル
ギー導入を巡る課題等を踏まえつつ、農山漁村再生可能エネルギー法基本方針に掲げる目標とし
て設定することついて検討中。

農山漁村地域における再生可能エネルギーの導入目標の設定については、再生可能エネル
ギー等に関する議論や、今国会に改正案を提出している食料・農業・農村基本法に基づく新た
な食料・農業・農村基本計画等の議論を踏まえ、令和６年度内の目標設定を目指す。
当該目標については、農山漁村再生可能エネルギー法基本方針に掲げる目標として新たに設
定し、地域共生型の再エネ導入を促進する。

未措置 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

61 生産緑地
地区内に
おける売
電を行う
営農型太
陽光発電
設備の設
置の実現

現行制度上認められている、農産物等の生産のために必要な太陽光発電設備だけではなく、営農
の確保を前提に売電を行う営農型太陽光発電設備についても、生産緑地地区内で設置できるよう措
置を検討する。

令和４年内のでき
るだけ早期に検
討・結論

国土交通省 生産緑地地区内における営農型太陽光発電設備の設置について、継続的に農業関係者からの意
見聴取等を実施。これまで、農業関係者からは、生産緑地地区は良好な生活環境の確保に相当の
効用がある農地の保全を目的としているものであり、そのために税制上の特例措置が講じられてい
ることを踏まえると、当該設備の設置により、生産緑地の有する多様な機能の確保や地域の理解等
の観点から強い懸念があることや、生産緑地地区内における当該設備の設置に対する農業者の
ニーズが確認されないことから、農業者のニーズがない中では導入するべきではない、との意見が
示されてきたところ。また、現時点においても、農業関係者のニーズ・要望は確認されていないとこ
ろ。

引き続き、農業関係者の意向を注視していくこととする。 検討中 継続F

令
和
４
年
６
月
７
日

グ
リ
ー

ン

62 北海道エ
リアにお
ける蓄電
池の設置

経済産業省は、北海道エリアにおいて、現在、自然変動電源に課されている、発電事業者負担のサ
イト側蓄電池の設置等を実質的に求めている出力変動対策要件について、今後必要となる調整力
の算定・確保の在り方や調整力不足時の対策等の検討の進捗を踏まえつつ、審議会において具体
的な撤廃時期など撤廃に向けた議論を行い、結論を得た上で、必要な措置を講ずる。

令和４年度上期ま
でのできるだけ早
期に検討・結論、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 北海道電力ネットワークにおいて、2023年7月1日より、変動緩和要件を不要とした接続検討の受付
を開始している。
https://www.hepco.co.jp/network/info/info2023/1252089_1969.html

措置済 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野
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o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

規制改革実施計画（令和３年６月18日閣議決定）

グリーン（再生可能エネルギー等）

(4)風力発電、地熱発電等の導入拡大に向けた森林の有効活用
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

17 保安林の
解除事務
の見える
化を通じ
た迅速
化・簡素
化

a 事前相談は、申請者が希望する場合に行う任意の手続であることを周知する。
b 事前相談で本申請に近い書類の提出を求める事例等も見られることから、相談事務の流れを再整
理し、対象項目・必要書類を周知する。
c 風力発電や地熱発電の保安林解除の事例について、業界団体の協力を得つつ分析・整理し、手
続の流れ・必要書類・留意事項等を記したマニュアルを作成・周知する。あわせて、都道府県・森林
管理局職員に対する研修等を実施する。
d 保安林制度に関する通知類やマニュアル等を掲載する「保安林ポータル(仮称)」を新たにホーム
ページ上に開設するとともに、保安林の解除区域の検討に必要な区域情報を持つ都道府県・森林管
理局の窓口やデータの入手方法についても整理・公表する。
e 保安林解除の手続について、「農林水産省共通申請サービス」の実装により、手続のデジタル
化、プロセスの効率化を推進する。

a,b,d:令和３年上
期措置

c:令和３年上期ま
でに第一案を作
成・公表、令和３
年度上期までに
取りまとめ版を作
成・公表

e:令和３年措置

農林水産省 a、b 「保安林の指定の解除に係る事務手続について（令和３年６月30日付け３林整治第478号林野
庁長官通知）」を発出し、事前相談が任意の手続であることを周知するとともに、当該相談事務の流
れや、対象項目・必要書類について再整理して周知した。

ｃ 「保安林の指定解除事務等マニュアルについて（令和３年９月30日付け３林整治第993号林野庁
森林整備部治山課長通知）」を発出し、当該事務の手続の流れや、必要書類・留意事項等について
周知するとともに、林野庁研修において、都道府県・森林管理局職員に対して研修を実施した。ま
た、関連団体や都道府県、森林管理局等の意見も踏まえつつ、令和５年10月にマニュアルを改訂し
た。

ｄ 令和３年６月に保安林ポータルを林野庁ホームページ上に開設し、保安林制度に関する通知類
やマニュアル等を掲載するとともに、都道府県・森林管理局の窓口や各種データ入手方法を公表し
た。

e 令和３年12月に農林水産省共通申請サービス（eMAFF）において、保安林解除の手続を実装し
た。

a～e 措置済 措置済 解決

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

18 保安林解
除・許可
基準の解
釈リテラ
シー向上
等

a 作業許可基準の取扱い（例:発電所建設用アクセス道路の「森林の施業・管理に必要な施設」への
該当、作業許可期間の延長、作業許可の面積や切土高さ基準の解釈）について具体的に整理し、周
知する。
b また、法令・通知解釈に関する質問を受け付ける相談窓口をホームページ上に開設する。

令和３年上期措置 農林水産省 a 「改正許可基準等の運用に当たっての留意事項について（平成２年７月３日付け２－20林野庁治
山課長通知）」を令和３年６月30日付け改正し、森林の施業・管理の用に供する、又は資する林道等
の解釈、作業許可期間の延長、作業許可の面積や切土・盛土高さ基準の解釈について、明確化の
上周知した。

b 保安林ポータル上に、法令・通知解釈に関する質問を受け付ける相談窓口を開設した。

a、b 措置済 措置済 解決

(5)地熱発電等の導入拡大に向けた自然公園法、温泉法等の在り方
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

19 自然公園
を中心と
した地熱
発電の導
入目標の
策定

新たな2030年度の温室効果ガス削減目標の達成や2050年カーボンニュートラルの実現に向け、各
種課題の克服を前提としつつ、経済産業省の協力も得て、自然公園を中心とした地熱発電の導入目
標を策定する。

地熱開発プロジェクトを加速化させるために、規制の運用見直し等の実施に加えて、環境省自らが
率先して行動することを定めた「地熱開発加速化プラン」を進める。
a 具体的には、2030年までに、操業まで10年以上とされる地熱発電のリードタイムを自然公園内の
案件開発の加速化で２年程度短縮し、最短で８年程度を目指す。
b また、2030年までに、60超の地熱施設数を全国で倍増することを目指す。
c これらの目標を実現するために、温泉モニタリングによる温泉事業者の不安材料の払拭、地域と
共生できる地熱ポテンシャルの特定、改正地球温暖化対策推進法（令和３年法律第54号）を活用し
た促進区域の指定などの取組を実施する。

順次検討・結論・
措置

順次措置

環境省 ・令和３年７月21日に開催された経産省総合資源エネルギー調査会基本政策分科会で示された
2030年におけるエネルギー需給の見通し（暫定版）において、2030年の地熱発電の導入目標は、施
策・取組を強化することにより現行ミックス水準の達成を目指すこととして、1.5GWと示された。この目
標の達成に向けて、経産省は、自然公園を中心とした追加的な地表調査を令和３年、４年度中に完
了し、追加で0.5ＧＷを導入することを目指すこととしている。環境省は、これらの状況及び各種課題
の克服を前提として、上記の2030年の導入目標の達成に向けて取り組んでいる。
・ また、この目標達成に向け、上記基本政策分科会で示されたエネルギー基本計画案等に記載され
ているとおり、環境省自らが率先して行動することを定めた「地熱開発加速化プラン」を表明。2030年
までに地熱開発のリードタイムの短縮を図ることとし、10年以上かかるところを２年程度短縮して最短
８年程度とすることを目指すとともに、2030年までに自然公園を含め現在約60ヶ所ある全国の地熱
発電施設数の倍増を目指すこととしている。そのため、調査や開発の円滑な実施に資するよう、自然
公園法（昭和32年法律第161号）及び温泉法（昭和23年法律125号）の運用見直し等を実施した。
また、温泉事業者の不安を解消し、円滑な地域調整による案件開発の加速化に資するため、令和4
年度から以下の事業を実施している。
・令和3年度の試行を踏まえた、全国各地での環境省直轄による連続温泉モニタリング装置の運用
実証。
・地熱開発の実施候補地における、適地誘導・環境配慮を促進するための、デジタル技術を活用し
た自然環境及び景観への影響低減策の検討。
・地熱開発に係る非掘削型の探査・調査結果に関する各種情報の解析・見える化等に関する手法の
検討。

2021年11月に改定されたエネルギー基本計画等に記載されているとおり、２０２１年４月に表明
した「地熱開発加速化プラン」に基づき、改正地球温暖化対策推進法に基づく促進区域の設定
の促進、温泉モニタリングなどの科学データの収集・調査や円滑な地域調整を進めることを通
じて、最大２年程度のリードタイムの短縮と全国の地熱発電施設数の２０３０年までの倍増を目
指す。

未措置 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

24 地熱資源
等の適切
な管理に
関する新
制度の検
討

2050年カーボンニュートラル実現に向けて、有限な温泉・地熱資源の適切な管理に関する新たな制
度に関して、現状把握した上で検討する。

令和３年度上期ま
でに現状把握した
上で論点を整理、
必要に応じて両省
合同で検討会を
設置し検討

環境省
経済産業省

・2050年カーボンニュートラル実現に向けて有限な温泉・地熱資源の適切な管理に関する制度につ
いて、令和３年６月28日に中央環境審議会自然公園・温泉合同小委員会に付議するとともに、より技
術的な知見を得るため、地熱専門家を含む有識者や事業者団体等による「地域共生型の地熱利活
用に向けた方策等検討会」（経済産業省オブザーバー）を設置し、7月、8月、9月に各１回ずつ開催し
て論点を整理した。
・上記論点整理を踏まえ、令和３年９月30日に中央環境審議会自然公園・温泉合同小委員会で審議
を行った結果、まずは温泉法の運用見直しや改正温対法の仕組みを最大限活用し、地熱資源の利
用促進に努めることとされたことから、同日付けで温泉法の運用に係る技術的助言である「温泉資源
の保護に関するガイドライン（地熱発電関係）」を改訂し、都道府県に通知した。

措置済。今後も継続的に、事業者団体や自治体等からの意見も伺いつつ、必要に応じて検討
を行う。

措置済 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

25 温泉部会
や内規策
定におけ
る地熱専
門家の参
画

専門家の各都道府県における温泉審査部会等への参画と、地熱開発に係る要綱や内規等を策定
する場合においても地熱専門家の助言を仰ぐよう技術助言を都道府県知事に通知するとともに、地
熱発電のポテンシャルが大きい都道府県全てにおいて専門家が配置されるよう引き続き取り組む。

措置済み、その後
フォローアップを
実施

環境省 第２回再エネ関連規制等要望を踏まえ、専門家の審議会等への参画と、地熱開発に係る要綱や内
規等を策定する場合においても専門家の助言を仰ぐよう求める通知を「温泉資源の保護に関するガ
イドライン（地熱発電関係）等の周知について（令和２年12月24日付け自然環境整備課長通知）」で
都道府県知事に発出済み。地熱発電のポテンシャルが大きい13の都道府県の全てについて、専門
家が配置（うち最後の1都道府県は令和６年1月に追加）された。

措置済 措置済 解決
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令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

27 温泉法に
よる都道
府県にお
ける離隔
距離規制
や本数制
限等の撤
廃

a 温泉法（昭和23年法律第125号）による大深度の傾斜掘削に対する離隔距離規制や本数制限等
について、まずは都道府県の規制について科学的根拠のない場合の撤廃も含めた点検を求めると
ともに、都道府県の規制内容及びその科学的根拠の公開を行うよう通知等にて周知する。
b さらに、都道府県等の意見聴取、実態把握、有識者による検討を経て、離隔距離規制や本数制限
等についての科学的な知見を踏まえた考え方や方向性について結論を得て、「温泉資源の保護に関
するガイドライン（地熱発電関係）」にも反映する。

a:令和３年上期措
置
b:令和３年度上期
検討・結論・措置

環境省 ・温泉法による大深度の傾斜掘削に対する離隔距離規制や本数制限等について、まずは「①地熱
開発に係る掘削に対する離隔距離規制や本数制限等の規制を温泉法の運用に係る内規等で定め
ている都道府県においては当該内規等の内容及びその科学的根拠を点検・公開するとともに、②科
学的根拠がないと判断される場合には当該内規等を廃止することや一つの地熱貯留層を同一事業
者のみで調査・開発する場合は適用しないといった運用の見直しについて検討を行うよう」依頼する
旨の通知を「地熱開発に関する内規等の点検及び公開等について（令和３年６月30日付け自然環境
整備課長通知）」で都道府県に発出済み。また、通知発出後、関係都道府県にヒアリングや助言を行
うなど、状況把握及び通知内容の理解・検討の促進に努め、適切にフォローアップを行った。
・中央環境審議会自然公園・温泉合同小委員会のもとでの審議（より技術的な知見を得るための地
熱専門家を含む有識者や事業者団体等による「地域共生型の地熱利活用に向けた方策等検討会」
（経済産業省オブザーバー）における検討を含む）を踏まえ、離隔距離規制や本数制限等について
の科学的な知見を踏まえた考え方や方向性について取りまとめ、令和３年９月30日に「温泉資源の
保護に関するガイドライン（地熱発電関係）」を改訂し、都道府県に通知した。

今後も引き続き、関係都道府県へのヒアリングによる状況把握及び通知内容の理解・検討の
促進に努め、通知を踏まえた適切な対応がなされるよう働きかける。

措置済 継続F

(6)風力発電等の導入拡大に向けた環境影響評価制度の見直し
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

28 風力発電
事業にお
ける環境
影響評価
手続の対
象事業規
模要件の
見直し等

a 環境影響評価法（平成９年法律第81号）の対象となる第１種事業の風力発電所の規模について、
最新の知見に基づき、他の法対象事業との公平性の観点から検討した結果、「１万kW以上」から「５
万kW以上」に引き上げる措置を講ずる。
b1 立地に応じ地域の環境特性を踏まえた、効果的・効率的なアセスメントに係る制度的対応の在り
方について迅速に検討・結論を得る。
b2 立地に応じ地域の環境特性を踏まえた、効果的・効率的なアセスメントの運用強化について、令
和２年度に得た結論を運用に反映する。

a: 令和３年10月
措置

b1:令和３年上半
期には具体的な
検討を開始、令和
４年度結論

b2:令和３年度か
ら運用に反映

環境省
経済産業省

a 環境影響評価法の対象とすべき風力発電所の規模について、環境影響評価法の対象となって以
来の事例の蓄積等最新の知見に基づき、「規模が大きく、著しい環境影響のおそれがある事業」とし
てとらえるべき風力発電所の規模について、他の対象事業との公平性等の観点も踏まえ、他の対象
事業の規模の考え方を敷衍して検討した結果、現行法下における適正な規模として、第一種事業に
ついて、5 万kW 以上、第二種事業について、3.75 万kW 以上５万kW 未満へと変更した（令和３年10
月施行）。また、本改正により法の対象とならなくなる規模の事業についても、地域の環境保全上の
支障のおそれを防ぐため、法と条例が一体となって我が国の環境影響評価制度が形成・運用されて
きたことに鑑み、当面、都道府県・環境影響評価法政令市の条例により適切に手当されることが必
要であることから、地域の状況に応じて条例等の検討・整備の期間を確保するための経過措置を設
けた（令和4年9月30日まで）。

b1 立地に応じ地域の環境特性を踏まえた、効果的・効率的なアセスメントに係る制度的対応の在り
方について「令和３年度再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関す
る検討会」を令和３年６月に立ち上げ、現行制度の課題を整理した上で、令和５年３月に新制度の大
きな枠組みについて取りまとめた。令和５年度は、令和４年度に取りまとめた大きな枠組みについて
有識者や関係者へのヒアリングを行うなど、制度の実現に向けた検討を実施した。

b2 環境影響評価情報支援ネットワークにおける環境影響評価図書の公開や、環境影響評価後の
フォローアップの実施、環境アセスメントデータベース（EADAS）を通じた、環境情報の提供等継続的
に効果的・効率的な環境アセスメントの運用強化を行っているところ。

a 措置済

b1 令和４年度に取りまとめた新制度の大きな枠組みを基礎とし、適正な環境配慮を確保しつ
つ、地域共生型の事業を推進する観点から、地域の環境特性を踏まえた効率的・効果的な環
境影響評価が可能となるよう、環境影響の程度に応じて必要な環境影響評価手続を振り分け
ること等を可能とする新たな制度の検討を進める。

b2 措置済。引き続き、効果的･効率的な環境アセスメントが実施されるよう運用強化を行う。

検討中 継続F

(8)再生可能エネルギーの最大限の導入に向けた系統制約の解消
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

34 ローカル
系統や配
電系統に
おけるノ
ンファー
ム型接続
の適用と
費用負担

a ローカル系統におけるノンファーム型接続の適用に際しては、平滑化効果の弱さ等から、再生可
能エネルギーの出力制御量が大きくなることが課題のため、増強計画の策定や再生可能エネル
ギーを調整電源化していく取組と一体的に検討を進めることとし、令和６年度で終了する予定のＮＥ
ＤＯ事業の完了を待たず、ノンファーム型接続の受付開始の前倒しを検討し、速やかに全国展開す
る。
b 配電系統へのノンファーム型接続の適用拡大については、当面、分散型エネルギーリソースを活
用したＮＥＤＯの事業プロジェクトにおいて必要となる要素技術等の開発・検証を進め、その結果を踏
まえて社会実装に向けた方向性を取りまとめ、速やかな展開を目指す。
c 計画的な形でのローカル系統等の整備が望ましいことなどを踏まえ、ローカル系統等の整備と費
用負担・接続の在り方を一体的に検討し、少なくともローカル系統に関しては原則一般負担化する方
向で、一定の方向性を取りまとめる。

a:遅くとも令和４年
度検討・結論・措
置

b:aの検討・結論も
踏まえつつ、遅く
とも令和４年度ま
での検討・結論を
目指す、結論を得
次第速やかに措
置

c：令和３年上期
検討・結論、結論
を得次第速やか
に措置

経済産業省 a ローカル系統におけるノンファーム型接続については、2023年4月から受付を開始した。
https://www.occto.or.jp/grid/business/documents/NF_setsuzokuriyou_20230414.pdf

b ＮＥＤＯの事業プロジェクトにおいて、配電系統において分散型エネルギーリソースを活用し、配電
用変電所の混雑緩和を可能にするDERフレキシビリティシステムの構築に向けた技術開発を実施し
ており、令和６年度より栃木県那須塩原市でフィールド実証を行う予定。

c 第33回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（令和３年６月３日）にお
いて、便益が費用を上回る場合に増強するという増強規律の下で、各一般送配電事業者が策定す
る増強計画に基づき行われるローカル系統の増強費用については、全額一般負担とする旨を整理。
当該整理に基づき、ガイドラインを改定・施行。

a、c 措置済

b 令和４年度より配電系統における分散型エネルギーリソースを活用技術の開発を開始し、
令和６年度よりフィールド実証を開始予定。

検討中 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

35 送電線利
用・出力
制御ルー
ルの見直
し

a 送電線の利用ルールについては、メリットオーダーを追求していくが、市場主導型（ゾーン制・ノー
ダル制）への見直しは、システム開発等により一定の時間がかかる。そこで、早期に再生可能エネル
ギーの出力制御量を減らすため、まずは現行の実需給段階における需給調整方法を踏襲した仕組
みにより、メリットオーダーにより混雑処理を行う再給電方式を開始する。
b その後、市場主導型への見直しを検討し、早急な実現を目指す。

a:令和４年措置
b:aの検討・結論・
措置を踏まえつ
つ、令和４年度ま
でに市場主導型
への見直しの検
討・結論を目指
す、結論を得次第
速やかに措置

経済産業省 a 調整電源を活用して基幹系統の混雑を解消する再給電方式について、令和４年12月21日から導
入済み。また、.調整電源以外も含め一定の順序で混雑を解消する再給電方式についても、令和５年
12月28日から導入済み。

b 第43回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（令和４年７月13日）に
おいて、諸外国の市場主導型に関する検討状況・変遷の調査等を報告・議論。また、検討の本格化
に向け、市場主導型への理解を深めている。

a 措置済

b 再給電方式の導入状況や諸外国の状況等を踏まえ、市場主導型への見直しについて検討
中。

検討中 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

36 北海道エ
リアにお
ける蓄電
池の設置

a 北海道エリアにおけるサイト側蓄電池を求める技術的要件については、最大限早期に廃止するこ
とを検討する。
b 同エリアにおける系統側蓄電池については、最新データに基づくシミュレーションによる必要性を
再検証し、その結果として導入不可欠な場合は、一般負担化を検討する。

令和３年度内でき
る限り早期に検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 北海道電力ネットワークにおいて、2023年7月1日より、変動緩和要件を不要とした接続検討の受付
を開始している。
https://www.hepco.co.jp/network/info/info2023/1252089_1969.html

措置済 措置済 解決
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措置状況 評価区分

規制改革推進会議評価
閣議
決定

分
野

N
o.

事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 今後の予定これまでの実施状況

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

39 需給制約
による出
力抑制時
の優先給
電ルール
の見直し

需給制約による出力抑制時の優先給電ルールについては、メリットオーダーを徹底するとともに、柔
軟性を高めるよう、最低出力の状況等を精査した上で、火力発電の最低出力運転の基準の引下げ
等を検討する。

令和３年内できる
限り早期に検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 第46回系統ワーキンググループ（令和5年5月29日）において、火力発電の出力制御時の最低出力
について新設について50％から30％に引き下げることとし、既設火力についても基本的に新設の場
合と同様の基準の遵守について協力を求めることとした。

ガイドライン等の改訂を行い、令和6年度中の適用を目指す。 未措置 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

41 系統情報
の公開・
開示の推
進

投資判断と円滑なファイナンスを可能とし、発電事業の収益性を適切に評価できるようにする観点か
ら、出力制御の予見可能性を高めることが必要であり、可能な限りリアルタイムに近く、30分値で電
源別にビジュアル化して公開・提供する方針で見直しを実施する。また、火力の燃料種別の情報公
開についても速やかに検討し、結論を得る。

令和３年内できる
限り早期に検討・
結論、結論を得次
第速やかに措置

経済産業省 需給に関する情報については、第27回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委
員会（令和３年３月12日）にて議論を行い、可能な限りリアルタイムに近く、30分値で電源別にビジュ
アル化して公開・提供する方針の結論を得た。また、火力の燃料種別の情報公開については、第38
回同委員会（令和３年12月24日）にて議論を行い、リアルタイムの情報公開は燃料調達に影響を及
ぶ可能性があることから、リアルタイムに近い時間軸では合算で公開、一定期間経過後（一ヶ月後
頃）に燃料種別を公開する旨を整理。また、第45回同委員会（令和４年9月20日）にて議論を行い、
火力の燃料種別の発電実績についてもリアルタイムに近づけることとし、火力以外の電源種別の発
電実績も含めて、実需給後１時間程度以内で公開する旨を整理。これらの情報公開について、令和
５年度以内に各社HPで公表。

措置済 措置済 解決

(9)再生可能エネルギー利用に係る需要家の選択肢の拡大
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

45 電源ト
ラッキン
グの導入

a 電力市場においてあらゆる価値の証明の基礎となるため、今後国際基準との整合性を図るべく、Ｆ
ＩＴ電源については発電事業者からの同意取得を不要とし、ＦＩＴ電源のほぼ全量のトラッキングを実
現する。
b 非ＦＩＴ再生可能エネルギー電源については、令和３年８月から実証を開始し、実証の進展を踏まえ
つつ、全量トラッキングを実現することを目指す。
c  全電源のトラッキングに関しては、トラッキングの進展も踏まえつつ、対応の可否を含め検討す
る。

a:令和３年度措置

b:令和５年８月ま
での実現を目指
す

c:令和５年８月検
討・結論

経済産業省 a 令和３年度オークションからは発電事業者の同意を不要とし、買取実績のあるFIT電源に対して全
量をトラッキングを実施。

b 令和６年度８月から、FIT・非FIT証書の全量トラッキングを実施する。

c 第60回制度検討作業部会（2021年12月22日）において、全量トラッキングが担保されていない非
FIT分を適切にトラッキングするため、発電事業者による電源の属性等の情報提供を担保する仕組
みについて、議論を提起。

a、b 措置済

ｃ 将来的な電源証明化を目指し、24年度中に検討を開始する。

検討中 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

46 電源表示
の義務化
や放射性
廃棄物等
に関する
明確な電
源表示

a 電気事業法（昭和39年法律第170号）の改正が必要となる、電源構成やCO2排出量などの表示の
義務付けについては引き続き検討する。
b 電源の情報だけでなく、放射性廃棄物等に関する情報についても需要家や消費者の関心が高まっ
ていることから、同情報についても「電力の小売営業に関する指針（令和３年４月１日）」において開
示が望ましい行為と位置付けることについて検討し、速やかに結論を得る。

a:令和５年８月検
討・結論・措置
b:令和３年４月か
ら有識者による審
議会にて検討開
始、令和３年度上
期までに結論を得
ることを目指し、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 a 令和3年4月から有識者による審議会で検討を開始。検討を深めるにあたって、消費者ニーズの
実態を基に議論するべく、同年7月に消費者ニーズの調査事業を実施。当該調査の結果、消費者が
電気を選択するに際して重視していることは、家計や暮らしへの結びつきが強い電気料金の安さや
特典（割引・ポイント等）などであり、環境負荷への関心は現状低い傾向がみられた。また、電気の選
択において消費者へ開示される情報の量については、更なる情報の追加を好まない割合が過半を
占めていた。こうした実態も踏まえ、同年10月、有識者による審議会にて、直ちに電源構成やCO2排
出量などの表示の義務付けは行わないものの、引き続き、消費者のニーズ・関心を注視していく方
針が示された。その後も定点観測を行うべくアンケート調査を継続して実施しており、令和6年2月に
実施したアンケートにおいても、そのようなニーズ・関心の高まりは見受けられなかった。

b 令和3年4月から有識者による審議会で検討を開始。検討を深めるにあたって、消費者ニーズの
実態を基に議論するべく、同年7月に消費者ニーズの調査事業を実施。当該調査の結果、消費者が
電気を選択するに際して重視していることは、家計や暮らしへの結びつきが強い電気料金の安さや
特典（割引・ポイント等）などであり、環境負荷への関心は現状低い傾向がみられた。また、電気の選
択において消費者へ開示される情報の量については、更なる情報の追加を好まない割合が過半を
占めていた。こうした実態も踏まえ、同年10月、有識者による審議会にて、直ちに電力の小売営業に
関する指針の改定は行わないものの、引き続き、消費者のニーズ・関心を注視していく方針が示され
た。その後も定点観測を行うべくアンケート調査を継続して実施しており、令和6年2月に実施したアン
ケートにおいても、そのようなニーズ・関心の高まりは見受けられなかった。

a 引き続き、消費者のニーズ・関心を注視していく。

b 引き続き、消費者のニーズ・関心を注視していく。

検討中 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

47 「再エネ
価値取引
市場」の
創設、非
ＦＩＴ再
生可能エ
ネルギー
電源の同
市場への
統合、電
源証明型
証書への
転換、需
要家によ
る再生可
能エネル
ギー価値
の直接取
引の解
禁、現行
のＦＩＴ
証書の最
低価格の
引下げ等

a RE100等の再生可能エネルギーへの需要家ニーズの高まりに対応するため、エネルギー供給構
造高度化法達成のために創設された「非化石価値取引市場」から、再生可能エネルギー価値の取
引機能を切り離し、「再生可能エネルギー証書」として国際的に通用する形で取引できる市場（「再エ
ネ価値取引市場」）を新たに創設する。
b その際には、ＦＩＴ電源だけでなく、非ＦＩＴ再生可能エネルギー電源についても、同市場で取引する
方策について検討し、速やかに結論を得ることを目指す。
c 事業者が脱炭素化に向けた自らの取組を対外的に示していくためには、電源の種類や産地情報
が重要であり、これらの情報が付随した証書（電源証明型）の実現に向けて、関係者との意見交換を
行いながら検討し、速やかに結論を得ることを目指す。
d 従来小売電気事業者から電力とセットでしか購入できなかった再生可能エネルギー価値を、「再エ
ネ価値取引市場」を新たに創設して需要家等に開放する措置を検討し、速やかに措置する。
e-1 現行のＦＩＴ証書に設定されている最低価格（1.3円/kWh）は、欧米の再生可能エネルギー証書価
格よりも大幅に高く、日本企業の再生可能エネルギー証書活用の障害の一つとなっていたため、
RE100等の再生可能エネルギー利用への要請を踏まえ、現行のＦＩＴ証書に設定されている最低価格
の大幅な引下げや撤廃を検討し、速やかに措置する。
e-2 また、今後創設される「再生可能エネルギー証書」についても、ＦＩＴ電源か否かを問わず、一律
に最低価格を設けないことも選択肢として、価格の在り方について検討し、速やかに結論を得ること
を目指す。

a:令和３年度上期
検討・結論、令和
３年11月から試行
的実施

b:市場の成熟を図
りながら、令和４
年度までの検討・
結論を目指す

c:令和３年度検
討・結論

d:令和３年度上期
検討・結論、令和
３年11月から試行
的実施

e-1:令和３年度上
期検討・結論、令
和３年11月から試
行的実施

e-2:令和４年度検
討・結論、結論を
得次第速やかに
措置

経済産業省 a RE100等の再エネ電気への需要家ニーズの高まりに対応するため、①需要家の直接購入を可能
とし、②価格を引き下げることで、グローバルに通用する形で取引できる再エネ価値取引市場を創
設。令和3年11月に第１回オークションを実施。

b aに記載の通り、まずはFIT証書については再エネ価値取引市場として市場を切り離し、非FIT電源
由来の非FIT証書に関しては当該取引の市場を高度化法義務達成市場として整理した。

c トラッキングの電源証明化に向けた具体的な措置自体は結論付けていないが、検討を進める方
針としている。

d aに記載の通り令和3年11月から試行的取引開始済。

e-1 再エネ価値取引市場の最低価格を1.3円/kWhから0.3円kWhに大幅引き下げ。令和3年11月か
ら試行的取引開始したが、事業者へのヒアリングも実施した上で、2023年度のオークションより再エ
ネ価値取引市場における最低価格を0.4円/kWhに引き上げた。

e-2 FIT証書については、足元では証書の供給力が需要を大幅に上回ると見込まれるため、需給が
バランスするまでの当面の措置として最低価格を設置した。
なお、非FIT証書については、2021年11月に最低価格を1.3円/kWｈから0.6円/kWｈに引き下げた。

a 令和3年11月以降本格運用。

b 小売電気事業者に対する高度化法の中間目標値の第2フェーズにおいても、非FIT電源由
来の非FIT証書に関しては当該取引の市場を高度化法義務達成市場として整理。

c 将来的な電源証明化を目指し、24年度中に検討を開始する。

d、aに記載の通り、令和3年11月以降本格運用。

e-1 証書の価格形成は、需要家のニーズを反映した価格シグナルとして、本来需給バランス
により決まることが望ましい。そのため、最低価格の撤廃に関しては、市場における証書の取
引動向を見極めながら、今後必要に応じて検討。

e-2 FIT証書についてはe-1に記載の通り。非FIT証書についても、本来証書の価格は小売電
気事業者の需要量と発電事業者の供給量のバランスで決定されるべきもの。市場の成熟を図
りながら、今後必要に応じて検討する。

検討中 継続F
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(10)公正で競争的な電力市場に向けた制度改革 
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

49 会計分離
や発販分
離も含め
た、内外
無差別的
な電力卸
売の実効
性を高め
るための
総合的な
検討

今冬のスポット価格高騰問題に関する議論を踏まえ、電力システムの基盤となる競争環境を整備す
る観点から、支配的事業者の発電・小売事業の在り方、具体的には、旧一般電気事業者の内外無
差別的な卸売の実効性を高め、グループ内取引の透明性を確保するためのあらゆる課題（売入札
の体制、会計分離、発販分離等）を総合的に検討する。

令和３年４月から
有識者による審議
会にて検討開始。
旧一般電気事業
者各社の内外無
差別な電力卸売
の取組状況を令
和３年上期までに
確認した上で、令
和３年度末を目途
に結論を得ること
を目指す

経済産業省 旧一般電気事業者各社の内外無差別な電力卸売の取組状況については、2020年7月以降、電力・
ガス取引監視等委員会において、定期的にモニタリングを行い、進捗が確認されているところ。
加えて、大手電力の不適切事案も踏まえて、審議会において、小売電気事業の健全な競争を実現
するという観点から、電力卸売の契約期間の長期化や競争制限的な条件（小売電気事業者が購入
した電力の転売の禁止、小売電気事業者の電力の購入可能量の制限等）の解除について議論が行
われ、旧一般電気事業者各社は、この方針に従って、今後の卸売の方針を提示した。
その中で、会計分離や発販分離については、各電気事業者（旧一般電気事業者に限定せず、新電
力も含む、全電気事業者）の判断として、事業戦略上必要であれば自由に選択可能という整理とし、
今後の小売電気事業の活性化の観点からは、内外無差別な卸売を前提に、各電気事業者が自らの
事業計画に基づき、短期／長期の相対契約を組み合わせること等により多様な供給力のポートフォ
リオの構築を行うことができる環境が実現されているかを重視し、各社の卸売を促進・モニタリングし
ていくことに注力することが適切とされた。
こうした審議会での議論を踏まえ、旧一般電気事業者各社は、昨年秋以降、2024年度以降受け渡し
の電力販売において、電力卸売の契約期間の長期化や競争制限的な条件の解除、内外無差別な
卸売を念頭においた対応を進めている。

措置済 未措置 継続F

(13)洋上風力の導入拡大に向けた規制・制度の在り方
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

71 日本版セ
ントラル
方式の導
入

初期段階から政府や自治体が関与し、より迅速・効率的に風況等の調査、適時に系統確保等を行う
仕組み（日本版セントラル方式）の確立に向け、実証事業を立ち上げること等を通して、その在り方を
検討する。

令和４年度までに
検討し、その結果
も踏まえて結論

経済産業省
国土交通省
農林水産省
環境省

令和４年６月７日閣議決定規制改革実施計画の「日本版セントラル方式の確立」の回答と同様の取
組を実施。

令和４年６月７日閣議決定規制改革実施計画の「日本版セントラル方式の確立」の回答と同様
の取組を実施。

措置済 フォロー終了

(14)水循環政策における再生可能エネルギーの導入促進に向けた規制・制度の在り方
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

74 水循環政
策におけ
る水力発
電等に関
する数値
目標及び
ロード
マップの
策定

新たな2030年度の温室効果ガス削減目標の達成や2050年カーボンニュートラルの実現に向け、関
係省庁会議を開催し関係省庁の協力を得ながら、水循環政策における水力発電等の導入数値目標
及び目標達成に向けたロードマップを策定する。

直ちに検討を開始
し、エネルギー基
本計画の議論を
踏まえつつ、でき
るだけ速やかに結
論・措置

内閣官房 水循環政策における水力発電等の導入数値目標及び目標達成に向けたロードマップを令和３年９
月末に策定し、令和３年12月末、令和４年３月末、令和４年９月末、令和５年３月末までの追加検討
を行った。

・関係省庁と連携し、引き続き数値目標及びロードマップの追加検討を行う。
・取組のフォローアップを行い、フォローアップの結果に基づき、必要に応じて見直す。

措置済 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

75 既存ダム
を最大限
活用する
ための施
策の推進

a 治水と利水を両立しつつ、既存ダムの容量の有効利用を促進するため、利水関係者や流域の関
係者と調整しながら、気象予測を活用したダム運用の改善について、個別河川ごとにロードマップを
作成し、取組を加速する。
b 平時の治水の利水利用（特に発電）への協力を推奨する旨の通知を河川管理者宛に発出し、発電
利用を促進する。
c 国土交通省及び水資源機構が管理する治水等多目的ダムにおいては、個別河川ごとに検討を
行った上で、治水に支障を及ぼさない範囲で、洪水調節容量の一部に貯水を行い、非洪水期におい
て、貯留した水を水力発電しながら放流することを、より推進する。
d 発電増強の観点も十分踏まえ、ダムの嵩上げや発電施設の改築等を含むダム再生事業を引き続
き進める。

a:速やかに個別で
検討し順次措置
b：令和３年上期措
置
c:令和３年非洪水
期から順次措置
d:順次措置

国土交通省 a 国土交通省が所管する治水等多目的ダム全体のロードマップを作成し、69ダムで検討し、その内
49ダムにおいて試行体制を構築した。

b 平時の治水の利水活用（特に発電）への協力について、令和3年6月29日に通知を発出済み。

c 国土交通省及び水資源機構が管理する15の治水等多目的ダムで検討し、その内４ダムにおいて
試行体制を構築し、水力発電に資する運用を推進した。

d 治水の観点だけでなく、発電増強の観点も十分踏まえて、ダムの嵩上げ等の事業を推進している
ところ。

a 順次試行ダム数を拡大する予定。

b 措置済

c 順次試行ダム数を拡大する予定。

d 更なる事業化に向けて、実現可能性、投資効率性が確認されたものから、利水者等と調整
し、順次実施。

未措置 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

76 長時間ア
ンサンブ
ル降雨予
測技術を
用いた更
なるダム
の運用改
善

a 事前放流の更なる拡大や、発電に利用できるようできるだけ緩やかに事前放流することによる増
電が期待される長時間アンサンブル降雨予測技術について、国土交通省及び水資源機構が管理す
る治水等多目的ダムにおいて順次実装する。
b 新たな降雨予測技術を活用したダムの運用改善についての基本的事項を定めたマニュアル等を
整備する。

a:令和５年度から
順次措置
b:令和４年度措置

国土交通省 a SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）で技術の開発を行っている研究者と順次実装にむけ
て意見交換し、国土交通省及び水資源機構が管理するダムのうち実施可能なダムにおいて実装し
た。

b 新たな降雨予測技術を活用したダムの運用改善について、基本的事項を記載した文書を作成し、
令和5年3月に地方機関に対して通知。

a 国土交通省及び水資源機構が管理する治水等多目的ダムにおいて、引き続き実装を拡
大。

b 通知に基づき、各ダムにおいて運用に関するルールを作成。

未措置 継続F

令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

77 発電利用
されてい
ない既存
ダムへの
発電機の
設置の促
進

a 自治体が管理するダムを含めた国土交通省が所管するダムで、発電利用されていないダムの状
況を把握する（利水用の放流を活用した発電の状況を含む。）。
b 国土交通省及び水資源機構が管理する治水等多目的ダム(128ダム)のうち、発電に未利用の河川
維持放流を活用した自家用小水力発電を導入していない８ダムにおいて、必要に応じて民間資金の
活用等も検討しつつ、可能な限り自家用水力発電を導入する。

a:令和３年７月措
置
b:速やかに個別で
検討し順次措置

国土交通省 a 国土交通省、水資源機構及び自治体が管理する治水等多目的ダムで、発電利用されていないダ
ムの状況（利水用の放流を活用した発電の状況を含む。）を７月までに把握した。

b 既設ダムへの発電施設の新増設を行う事業について、国土交通省管理の３つのダム（湯西川ダ
ム、尾原ダム、野村ダム）でケーススタディを実施し、民間事業者等の参画方法や事業スキーム等を
検討し体制を構築した。

a 措置済

b 国土交通省及び水資源機構が管理する治水等多目的ダムへの発電施設の新増設につい
て、管理用発電のPFI等のスキームで順次公募を行い、可能な限り自家用水力発電を導入す
る。

未措置 継続F
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野
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(16)住宅・建築物におけるエネルギー性能の向上に向けた規制・制度の在り方
令
和
３
年
６
月
18
日

グ
リ
ー

ン

83 ロード
マップや
目標の策
定

2050年カーボンニュートラルの実現目標からのバックキャスティングの考え方に基づき、地球温暖化
対策計画及びエネルギー基本計画の見直しにあわせて、規制措置の強化やＺＥＨの普及拡大、既存
ストック対策の充実等対策の強化に関するロードマップを策定する。
また、その検討を踏まえて住宅ストックにおける省エネルギー基準適合割合及びＺＥＨの供給割合の
目標を策定し、地球温暖化対策計画及びエネルギー基本計画に反映する。

地球温暖化対策
計画及びエネル
ギー基本計画の
見直しに併せて策
定

国土交通省
経済産業省
環境省

「脱炭素社会の実現に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」の取りまとめを踏まえ、
「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方に関するに関するロード
マップ」を策定済。2050年に住宅ストックの平均、2030年度以降新築される住宅について、ZEH基準
の水準の省エネ性能の確保を目指すこととしており、当該目標に対応した住宅ストックの省エネ基準
適合割合、ZEH基準の水準の省エネ性能を確保した住宅の供給割合に基づく省エネ量を地球温暖
化対策計画及びエネルギー基本計画に反映済。
これらを踏まえ、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令和4年
経済産業省・国土交通省令第1号）により建築物エネルギー消費性能誘導基準をZEH・ZEB基準の
水準へと引上げる改正を行った（令和4年10月1日施行）。また、脱炭素社会の実現に資するための
建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和4年法律第69
号）により原則全ての新築建築物に建築物エネルギー消費性能基準への適合を義務付けることとし
た（令和７年施行予定）ほか、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省
令（令和4年経済産業省・国土交通省令第3号）において大規模非住宅建築物に係るエネルギー消
費性能基準を引上げることとした（令和6年4月1日施行）。

住宅トップランナー基準の引上げや建築物エネルギー消費性能基準の段階的な水準の引上げ
の実施など、引き続き、ロードマップ・地球温暖化対策計画及びエネルギー基本計画において
決定された内容について、施策の具体化に取り組む。

措置済 継続F
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18
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84 省エネル
ギー基準
の適合義
務化・基
準強化

現在の省エネルギー基準を全ての建築物・住宅において適合義務化、また脱炭素化に向けて段階
的に基準を強化していくことを検討する。

地球温暖化対策
計画及びエネル
ギー基本計画の
見直しに併せて検
討・結論

国土交通省
経済産業省

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を
改正する法律（令和4年法律第69号）により、住宅及び小規模建築物を含む原則全ての新築建築物
に建築物エネルギー消費性能基準への適合を義務付けることとした（令和７年施行予定）。
建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令和4年経済産業省・国土
交通省令第1号）により建築物エネルギー消費性能誘導基準をZEH・ZEB基準の水準へと引上げる
等の改正を行った（令和4年10月1日施行）。また、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令
の一部を改正する省令（令和4年経済産業省・国土交通省令第3号）において大規模非住宅建築物
に係る建築物エネルギー消費性能基準を引上げることとした（令和6年4月1日施行）。

引き続き、住宅トップランナー基準の引上げや建築物エネルギー消費性能基準の段階的な水
準の引上げを実施していく。

措置済 継続F
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85 ＺＥＨの
更なる普
及拡大に
向けた方
策

現在のＺＥＨの2030年目標「新築住宅の平均でＺＥＨ」だけではなく、ＺＥＨの断熱基準の適合義務化
や太陽光発電設置も含めたＺＥＨの義務化などの規制的措置も含め、ＺＥＨの更なる普及拡大に向
けた方策について検討する。

地球温暖化対策
計画及びエネル
ギー基本計画の
見直しに併せて検
討・結論

国土交通省
経済産業省
環境省

「脱炭素社会の実現に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」の取りまとめにおいて、
遅くとも2030年度までに建築物エネルギー消費性能基準をＺＥＨ基準の水準に引き上げ、適合を義
務付けるとしている。これに向け、まずは建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を
改正する省令（令和4年経済産業省・国土交通省令第1号）により建築物エネルギー消費性能誘導基
準をZEH・ZEB基準の水準へと引上げる等の改正を行った（令和4年10月1日施行）。また、建築物に
係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導す
べき基準の一部を改正する件（令和4年経済産業省・国土交通省・環境省告示第1号）により低炭素
建築物の認定基準において再生可能エネルギーの導入を要件化する基準改正を行った（令和4年
10月1日施行）。
また、住宅ローン減税における環境性能等に応じた借入限度額の上乗せやフラット35におけるZEH
を対象とした支援の創設、国土交通省・経済産業省・環境省の3省連携による補助を通じてZEHの更
なる普及拡大を図っているところ。

改正法令や支援事業により引き続きZEHの普及拡大を図る。 措置済 継続F
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86 既存住
宅・建築
物の省エ
ネルギー
対策の推
進

既存住宅・建築物の省エネルギー対策の更なる推進に向けて、増改築や大規模改修時における、
省エネルギー基準の適合義務化を検討する。

地球温暖化対策
計画及びエネル
ギー基本計画の
見直しに併せて検
討・結論

国土交通省 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を
改正する法律（令和4年法律第69号）により、建築物の増改築を行う場合は当該増改築部分につい
て建築物エネルギー消費性能基準への適合を義務付けることとした（令和７年施行予定）。

措置済 措置済 継続F
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87 住宅・建
築物のエ
ネルギー
性能表示
の推進

消費者が建物の性能を認識し、改善する機会を提供するだけでなく、比較して選択することができる
よう、省エネルギー性能表示の義務化も含めた更なる規制の強化を検討する。

地球温暖化対策
計画及びエネル
ギー基本計画の
見直しに併せて検
討・結論

国土交通省 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を
改正する法律（令和4年法律第69号）により、建築物の販売又は賃貸を行う事業者のその販売・賃貸
する建築物のエネルギー消費性能に関し表示すべき事項及び表示に際して遵守すべき事項を国が
定め、これに従って表示を行っていない事業者に対して勧告等を行うことができることとした。当該制
度に係る告示について、令和５年９月25日に公布（令和６年４月１日施行）。

措置済 措置済 解決
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88 建材や設
備などの
性能の強
化

a トップランナー制度のうち、目標年度を過ぎた各種のエネルギー多消費機器については、技術の進
展や足下の高効率機器の普及状況を踏まえつつ、基準の見直しを随時行っているところであるが、
今後も順次適切に見直しの検討を行っていく。
b 建材トップランナー制度については、今後、事業者の達成状況を確認しつつ、2050年カーボン
ニュートラルを踏まえ、住宅等の省エネ基準等見直しと整合的に、住宅の断熱性能の向上に資する
高性能な建材が市場に普及していくようトップランナー基準の引上げを含めた制度の見直しに向け、
方向性を取りまとめる。
c 需要側が高性能な窓を選択可能とすることにより低品質な窓が市場から排除されるよう、窓の性
能表示制度の在り方について見直しの検討を行い、結論を得る。

a：順次検討・結
論・措置
b：令和３年度内の
結論を目指す、結
論を得次第速や
かに措置
c：令和３年度内
の結論を目指す、
結論を得次第速
やかに措置

経済産業省 a 家庭用エアコンの新たな省エネ基準を策定するために関係法令の改正を行った。（令和４年５月３
１日公布、６月１日施行）

b 窓（サッシ及び複層ガラス）、断熱材（グラスウール及び押出法ポリスチレンフォーム）の建材トップ
ランナー制度について、総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネル
ギー小委員会 建築材料等判断基準ワーキンググループにおけるとりまとめ資料に基づき、関係法
令の改正を行った。（令和５年３月２８日公布、４月１日施行）

c 窓の性能表示制度について、総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省
エネルギー小委員会 建築材料等判断基準ワーキンググループにおけるとりまとめ資料に基づき、
関係法令の改正を行った。（令和５年３月２８日公布、４月１日施行）

a～ｃ 措置済 措置済 解決
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